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序 文
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報告書完成の運びとなりました。
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つことを願うものです。

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げま

す。

平成 年 月

独立行政法人国際協力機構

人間開発部

部長 萱島 信子



要 約

１．国の概要

エチオピア連邦民主共和国（以下「エ」国という。）は、国土面積約 万平方キロメ

ートルに人口約 万人（ 年、世界銀行）のアフリカ第 の人口を有する。東をソ

マリア、西をスーダンと南スーダン、南をケニア、北をエリトリア、さらに北東をジブチ

と国境を接し、それら か国に囲まれた内陸国である。国土の大部分がエチオピア高原を

中心とする高地であり、標高 メートルから メートルを超える高山帯が広がっ

ている。熱帯と温帯に位置するが、気候は標高によって異なる。首都アジスアベバは標高

約 メートルで、平均気温は摂氏 度である。気候は雨季と乾季に大別され、前者は

さらに 月から 月の小雨季と、 月から 月までの大雨季に二分される。

「エ」国の一人当たりの国民総所得（ ）は 米ドル（ 年、世界銀行）であり、

農業が雇用の約 、 の約 を占めている一次産品依存型経済である。主要輸出品は

コーヒー、油料種子であり、国際市況や天候に影響を受けやすい環境にある。

２．プロジェクトの背景、経緯及び概要

「エ」国では 年以来の教育セクター開発計画（ ）の取り組みにより、初等教育

（第 学年：以下 などと記述）総就学率（ ）は 年の ％から

年の ％、中等教育（ ） については、 ％から と改善されている。なお、

中等教育 の内訳は、前期中等（ ）で ％、後期中等（ ）では ％であ

る。他方、就学における地域間格差、男女間格差は未だ顕著な問題であるとともに、教育

アクセスの急速な改善により、教員・教室の不足、教育の質の問題、後期初等教育（ ）

および中等教育へのアクセス等の問題が顕在化している。

本プロジェクトの対象地域である南部諸民族州では、 年に前期初等レベル（ ）

の が ％に達する一方、 では に留まった。また、中等教育 は前期

中等 レベルで 、後期中等 レベルで であった。教育レベルが上が

るに伴い、アクセス指標が悪化する原因には、初等教育レベルにおいては、全 学年を教

えられる「完全校」が少なく、特に 以降の就学先が限られていることが挙げられる。例

えば、 の生徒を受け入れる体制にある学校が 校であるのに対し、 となると

校と約半数に減り、特に農村部では高学年の教育へのアクセス問題が深刻である。また、

数少ない「完全校」は生徒が集中するため、教室が過密している。

更に中等学校数は初等学校数に比べて非常に限られており、初等教育最終学年である

生徒を受け入れる体制にある学校が 校であるのに対し、 となると 校のみであ

る。また、これら中等学校の大部分は都市部に集中しているため、都市部中等学校では教

室が過密している一方、農村部には中等学校そのものがないために、中等教育へのアクセ

スが非常に困難な状況となっている。

このような背景のもと、南部諸民族州より我が国に対し、初等学校の新設・増設、およ



び中等学校の新設を行うための無償資金協力の要請がなされた。

３．調査結果の概要とプロジェクトの内容

は 年 月および 年 月に南部諸民族州に協力準備調査団を派遣した。同

州関係者との協議及び現地調査を通じ、中等学校新設、既存初等学校の完全校化および過

密緩和が喫緊の課題である実態を鑑み、本プロジェクトにおいては中等学校の新設 校

および初等学校の増設 校 を対象とすることで合意した。その後、国内解析を経て

年 月に概略設計説明調査を実施し、 年 月に入札図書作成参考資料説明調査を行い

計画を策定した。

「エ」国政府の要請と現地調査及び協議の結果を踏まえ、以下のとおり計画を策定した。

３－１ 施設計画

（１）施設コンポーネント

施設コンポーネントはタイプ毎に下表のとおり計画した。

タイプ 計画コンポーネント

中等学校新設 普通教室、図書室、実験室（化学、物理、生物）、 センター、衛星放送受信室、製図室

対象校のみ 、生徒用トイレ、校長・秘書室、副校長室（ ）、事務室、記録室、倉

庫、用務員室、放送室、教員用トイレ、教員室、教科長室

初等学校増設 普通教室

（２）計画対象校と計画規模

【中等学校新設】

計画対象校および学校毎の計画規模は下表のとおりとする。なお、教室数の規模設定に

ついては各校の 年度予測就学生徒数に基づき、 教室あたり 人、 部制を想定

し必要教室数を算出した。また、図書室、製図室、トイレ棟については、各校の規模・対

象学年に応じた整備内容とした。



建設サイト及び主要施設（中等学校新設）

建設サイト地名
対象
学年

主な施設

計画
教室数

図書室
理科
実験室

製図室 トイレ棟

クリト 大 あり

ベルクンチョ 小

ジャウェ 小

ベレスト 大

クカ トゥムティチャ 小

キャンプ サファル 大 あり

ティヤ 小

グルモ コイシャ 小

ジャタ 小

チャモ 大 あり

合計
大
小

【初等学校増設】

計画対象校および学校毎の計画規模は下表のとおりとする。教室数の規模設定について

は、各校の 年度予測生徒数に基づき、 教室あたり 人、現行シフトを想定し、

不足教室数を算出した。全校において教室不足が確認された為、不足の大小に応じて ま

たは 教室を整備する。

建設サイトおよび計画教室数（初等学校増設）

初等学校名 授業シフト 計画教室数

タルチャ

ドゥナ

アディス ファナ

ボトゥレ

コイテ ミレニアム

タンカロ

アボスト トゥラ

アビヨット フェレ

バジョ

ハギイェ

エドゲット バンドネット

合計

３－２．教育家具・機材コンポーネント

中等学校、初等学校共に必要最小限の家具を整備する。機材は計画に含めない。

３－３．ソフトコンポーネント

簡易な施設整備に関しては、 が中心となり労務提供や財政支援をするなど、既にコミ

ュニティの積極的な参画がなされていることから、本プロジェクトで整備される施設も適

切に維持管理されると考えられる。従って、本プロジェクトにおいてソフトコンポーネン



トは実施しない。

４．プロジェクトの工期及び概略事業費

調達代理契約、及び施工監理コンサルタント契約の後、建設業者選定のための入札図書

を作成し、入札、入札評価、契約交渉、関係機関の承認等の過程を経て、建設業者と工事

契約を締結する。これに要する作業期間は ヶ月と想定される。

建設工期は、新設校において、平屋建て部分の場合は ヶ月、 階建ては ヶ月とする。

また、事業開始から完工、事務所閉鎖までの期間 ヶ月を全体実施期間として計画する。

年 月閣議を前提とした実施工程を下表に記す。

実施工程表

入札・契約

工期12ヶ月
(1階建て）
工期14ヶ月
（2階建て）

入札・契約

工期12ヶ月
(1階建て）
工期14ヶ月
（2階建て）

グループ1

グループ2

残務

閣議

E/N・G/A

調達代理契約

コンサルタント契約

月

調達代理契約後の月数

年

家具

家具

家具

家具

本プロジェクトに必要な「エ」国側負担事業費は 百万円と見積もられる。

５．プロジェクトの評価

５－１．妥当性

本プロジェクトの目標は、南部諸民族州の計画対象地における中等学校新設、及び初等

学校増設を通して教育環境を改善することであり、我が国の無償資金協力の目的である初

等・中等教育などを含むベーシック・ヒューマン・ニーズ（ ）、及び人造りに合致して

いる。また、本プロジェクトは連邦教育省 が掲げる における教育施設の拡充に

資するものである。

一方、本プロジェクトの各計画対象校における運営維持管理は日常の学校活動において

対応可能な、高度な技術を必要としないものであるため、本プロジェクトで建設される施

設は継続的に良好な状態で使用されると考えられる。同時に、計画対象校における学校建

設は、我が国の無償資金協力の制度により特段の困難なく実施が可能である。

加えて、本プロジェクトは先行のコミュニティ開発支援無償案件からの教訓やフィード

バックを活用することができ、これらの経験を基により効率的、効果的なプロジェクト運

営・実施が可能という優位性がある。



これらの理由により、本プロジェクトは我が国の無償資金協力による実施が妥当である

と判断される。

５－２．有効性

（１） 定量的効果

定量的効果に関しては、下表に示す指標に基づき、基準値から目標値への達成状況によ

り確認される。

成果指標

成果指標 現状の数値

（ 年）

計画値

（ 年

①農村部対象中等学校（新設）学区における

収容生徒数（人）

②都市部対象中等学校（新設）において良好

教室で学習できる生徒数（人）

③対象初等学校（増設）において良好な教室

で学習できる生徒数 人

（２） 定性的効果

・ 対象校における学習環境の改善により、教育の質が向上する。

・ 対象中等学校学区において、中等学校数が 校から 校に増加することにより、通学

距離が短縮され出席率の改善、中途退学率の削減につながる。

・ 対象初等学校において、不完全校が完全校にアップグレードされることにより、通学距

離が短縮され出席率の改善、中途退学率の削減につながる。

完工後は に従い１教室あたり 名（ダブルシフト）として毎年同数の新入生が入学すると仮定。

同上
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新設中等学校 完成予想図

初等学校増設教室 完成予想図



写 真

各サイトの様子

建設サイトの様子 建設サイトの様子

建設サイト傍のアクセス路 建設サイト隣接小学校（地震の影響で教室棟にク

ラックが入っている

建設サイトの様子（電線の移設が必要） 建設サイトの様子（傾斜地）



建設サイトの様子 建設サイトの土質（膨張土）

建設サイトの様子 建設サイトの様子

建設サイトの様子 建設サイトの様子（左側は初等学校）

老朽化の進む既存校舎の様子 教室内部の様子



建設用地の様子 教室内部の様子

建設用地の様子 教室内部の様子

大きなクラックの入った教室内部の様子 過密する教室の様子



建設用地の様子 過密する教室の様子

アクセス路途中の木橋（場合によっては補強要） コミュニティによって建設された教室棟

コミュニティによって建設された教室内部の様子 グループレッスン授業の様子



他ドナー支援による学校の様子

中国の支援により建設された初等学校の外観

（シルティエ県ワラベタウン内）

同左の教室内部の様子。教室家具は中国製。

その他 （計画対象校学区内既存校の様子）

サイトと同一学区内の既存中等学校における授業風

景。教室が過密している。

グラゲ県ウォルキテタウン ゴロ中等学校

既存中等学校の図書館内部で自習に励む生徒達の様

子。図書館利用率が高い。

（グラゲ県ソド郡 ソド・ブイイ中等学校）
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１ １

第１章 プロジェクトの背景・経緯

１-１ 当該セクターの現状と課題

１-１-１ 現状と課題

１ １ １ １ エチオピア国の教育システム

（１）エチオピア国の教育制度

エチオピア国（以下：「エ」国とする。）の教育制度は、普通教育、ノンフォーマル教育、

職業訓練教育から構成される。このうち普通教育は、就学前教育（ 年間）、前期初等教育

（ 年間）、後期初等教育（ 年間）、前期中等教育（ 年間）、後期中等教育（ 年間）、高

等教育（ 年間）から構成されている。ノンフォーマル教育では、 年間のコースを修了

すると後期初等教育（第 学年：以下、例えば第 学年を と記述。）に編入すること

ができる。

初等教育（ 年間）及び前期中等教育（ 年間）は公立校において無償教育である。前期

中等教育に進学するためには初等教育修了試験に合格する必要がある。なお、 年度

の南部諸民族州における初等教育修了試験の合格率は であった。

他方、後期中等教育は大学進学課程と位置づけられており、後期中等教育への進学にあ

たっては、全国統一の前期中等教育修了試験に合格し、かつ高得点を取得する必要がある。

これは、修了試験の合格点は 点満点中 点であるが、後期中等教育への進学は、学

校の受入可能人数に応じて、高得点取得者から優先的に選考されるためである。後期中等

教育は公立学校においても有償である。

なお、開校時期は 月～翌年 月であり、 学期制を敷いている。

年齢 学年

24 18
23 17
22 16
21 15
20 14
19 13 TVET レベル5

18 12 TVET レベル4

17 11 TVET レベル3

16 10
15 9
14 8
13 7
12 6
11 5 (1) Primary School Leaving Certificate Exam　：PSLCE
10 4 (2) Ethiopian General Secondary Education Certificate Exam：EGSECE
9 3 (3) Ethiopian Higher Education Entrance Certificate Exam：EHEECE
8 2
7 1 *TVET: Technical & Vocational Educational Training

6 3
5 2
4 1

ﾉﾝﾌｫｰﾏﾙ
教育

職業訓練
教育

教員養成
単科大学

TVET レベル2

TVET レベル1

前期初等教育 ﾉﾝﾌｫｰﾏﾙ
教育

就学前教育

普通教育

高等教育
（大学：3～6年）

後期中等教育

前期中等教育

後期初等教育

図 １ １ 「エ」国教育制度概要
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（２）教育行政

「エ」国の教育行政組織と、各組織の主な役割を下表に示す。

表 １ １ 「エ」国の教育行政組織と主な役割

行政単位 教育行政組織 主な役割

連邦
連邦教育省

・ 国家教育政策の策定

・ 教育セクター開発計画（以下： ）の策定・実施・モニタリ

ング

・ 「エ」国教育スタンダードの設定及び実現

・ 州教育局 への技術的支援

・ 州への初等教育カリキュラム準備支援

・ 中等教育カリキュラム開発・策定

・ 中等教育の教材準備

・ 中等学校教員の育成・州への割当て

・ 国家統一試験の実施

・ 高等教育機関の設立

州

州教育局

・ 州 の策定・実施

・ 県・郡教育局 への専門的・技術的支援、キャパシテ

ィビルディング

・ ・ と調整の上、教員配置

・ 初等教育カリキュラムの開発・策定

・ 教員養成単科大学（以下： ）の設立と管理

・ 州内の教育レベルの標準化

・ ドナーによる建設案件の監理

県

県教育局 ・ 郡レベルで実施できない様々な業務、活動についての代理実施

・ 教科書や教材配布の調整業務

郡

郡教育局
・ 初等・中等・職業訓練学校の設立と管理

・ 州 に基づいた具体的な計画策定及び実施

・ 連邦・州の教育スタンダードの尊守

・ 郡内全域に（特に初等）教育普及のための方策策定および実施

・ 初等教員の任命

・ 学校建設や教育機材調達に必要なコミュニティの動員計画策定

出典： 「教育行政、コミュニティ参加及び教育財政に関するガイドライン」 年度

及び現地での聞取りから作成

と呼ぶ州もある。

上表の各組織の主な役割はあくまでも原則であり、固定的なものではない。例えば、学

校建設は郡レベルにて実施されることになっているが、 年度現在、南部諸民族州で

は、州の資金によって の中等学校の建設が計画・実施されている。また同州では、教科

書以外の機材や文具は学校レベルで調達することが原則であるが、コンピューターなどは

南部諸民族州教育局 以下： が調達する事例が確認されている。

なお、先行案件の対象地域であるオロミア州やアムハラ州では、県教育局の役割は比較

的小さく、郡と州の連絡・調整業務が中心である。これに対し、本プロジェクトの対象地

域である南部諸民族州では、民族が県毎に分かれているため、県教育局の果たす役割や存

在感は他州よりも大きい。例えば、生徒達の「母語」は県毎に異なっているため、「母語」

教科書の開発や 向け教科書の母語への翻訳は県教育局が行う。また、本プロジェクト

の要請サイト選定も県教育局が行うなど、意思決定権を有している。
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１ １ １ ２南部諸民族州の初等教育における現状と課題

（１）アクセス

【就学状況】

①概況

表 に南部諸民族州の 年度の初等教育就学者数 および総就学率（以

下 ）の推移を示す。就学者数は 年度に一度落ち込みを見せるものの、増加傾

向にある。なお、表に記載はないが、入手可能であった統計で最も古い 年度の初

等教育就学者数は 人（ 人、 人）であった。同州

の初等教育は 年間で就学者が約 倍に増えており、「エ」国および南部諸民族州の初等教

育普及政策の成果が垣間見える。

南部諸民族州の初等教育 は比較的高いレベルで推移しており、 年度以外は

全体では、エチオピア全国平均よりも上回っている。また、 年度に は

に到達した。なお、下表のエチオピア全国平均 は、ノンフォーマル教育就学者を含ん

だ数値となっているが、南部諸民族州の については普通教育就学者のみの数値となっ

ている。

なお、 年度の 就学者数のうち ％程度が私立校に通学しており、南部諸民

族州の初等教育は公立校が中心であるといえる。

表 １ ２ 年度 南部諸民族州の および就学者数推移

地域 就学者数 レベル 年平均

増加率

南部諸

民族州

就学者数

ｴﾁｵﾋﾟｱ

参考

（出典 教育統計年鑑 年度および 教育統計年鑑 年度）

② 就学

他方で、上表 は同州において、前期初等教育（以下 と記述）と比べて、後期初

等教育（以下 と記述）へのアクセスに課題があることを示している。過去 年間にお

いて、 と比較すると は上昇傾向にあるものの非常に低く、 年度

では が であるのに対し、 である。

本報告書で採用する統計数値は、特に断りがない場合、ノンフォーマル教育就学に関する統計は含めない。

また、普通教育を行う私立校に関する統計を含めている。
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就学者数に目を転じると、 就学者数は一貫して増加中ではあるが、 年度に

おいても 就学者数は 就学者数の約半分に留まっており、これは農村部における

就学アクセスの低さに起因する。この点については次項目の「都市部・農村部 格差」

で詳述する。

③都市部・農村部格差

表 は 年度の初等教育就学者数の都市部・農村部別内訳である。南部諸民族

州では、 就学者数の が農村部で就学している。

都市部においては、②でみた就学状況に反して、 就学者数は のそれよりも多い。

他方、農村部では 就学者数は 就学者数の半分以下である。すなわち、②でみた

アクセスの課題は農村部における課題であることがわかる。これには、 以降が就

学できる学校が少ない、 の間に退学してしまう生徒が多い、 ）教育への意識が低い

などの問題が考えられる。 と についてはそれぞれ「学校施設数と不完全校」と「進級

率と退学率」で詳述する。

表 １ ３ 年度 南部諸民族州の初等教育就学者都市部・農村別内訳

2010/11年度　都市部・農村部別就学者数

270,590

2,134,197

291,289

976,092

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

都市部 農村部

G1-4 G5-8

就学者数 就学者数 就学者数

都市部 農村部 合計

（出典： 教育統計年鑑 年度）

④男女格差

表 に 年度の男女別就学者数（都市部・農村部別）を示す。都市部では

全体において、女子就学者数の男子就学者数に対する割合が とほぼ等しくなっているが、

レベルにおいては、若干の改善の余地を残している。

農村部においては、 全体において女子就学者数の男子就学者数に対する割合は ％

と大幅に低い。 、 レベルそれぞれに女子生徒のアクセスに大きな課題が残ってい

る。

エチオピア中央統計局の定義では、人口 人以上の町や、州・県・郡都や、人口の 人以上が非

農業セクターに従事している町などが都市部とされている。農村部は都市部以外の場所とされている。
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表 １ ４ 年度 南部諸民族州の男女別就学者数内訳（都市部・農村部別）

都市部 農村部

男子 女子
女子

男子（ ）
男子 女子

女子
男子（ ）

（出典： 教育統計年鑑 年度）

【学校施設数と不完全校】

①初等学校数

表 に、 年度における南部諸民族州における初等学校数の推移を示す。

過去 年間で、学校は 校増加した。同州では、ハイペースで初等学校が設立されて

おり、前述の就学者増と相関している。 年度の学校数内訳は、農村部に 校、

都市部に 校となっている。

表 １ ５ 年度 南部諸民族州の初等学校数推移

初等学校数

（出典： 教育統計年鑑 年度）

②不完全校

他方で、南部諸民族州の初等学校では全 学年の初等教育課程を教えられない不完全校

が多い。なお、不完全校には、 のみを受入れる学校、 を受入れる学校、 を受入

れる学校など様々なパターンがある。

この理由には、南部諸民族州では、コミュニティの自助努力により初等学校を設立して

いることが挙げられる。コミュニティはその財力やメンバーの労務提供に応じた規模の初

等学校を設立するが、多くの場合は 向けの学校を開校するところから始め、生徒達の進

級に応じて クラスまで順次開講する。比較的裕福なコミュニティは教室を増築し、 以

降も開講するが、そうでないコミュニティは 向け学校の運営で精一杯となっているの

が現状である。

表 に各学年が在籍することのできる学校数を都市部・農村部別に示す。高学年にな

るにつれて在籍できる学校数は逓減している。特に が在籍できる学校と が在籍でき

る学校数の差は大きい。また、その差は農村部において顕著である。このため、農村部に

おいて を修了した生徒は、 以降の就学場所がコミュニティ内になく、数 に及ぶ遠

距離通学を強いられる。これが 就学アクセスの足かせとなっており、特に農村部での

以降が就学できる学校を整備する必要性が高い。



１ ６

表 １ ６ 年度 南部諸民族州の対象学年別学校数（都市部・農村部別）

2010/11年度都市部・農村部別学校数

0

1000
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3000
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6000

G1 G2 G3 G4 G5 G6 G7 G8

学
校

数

都市部 農村部

（出典： 教育統計年鑑 年度）

かかる状況の下、 は実施中の州レベルの第 次教育セクター開発計画（以

下 ）において、不完全校に対し、毎年 学年クラスずつ増設（アップグレード）

する戦略を打ち出している。実際、調査対象校となった不完全校 校のうち 校が

年度に クラスを新規に開講していた。しかし、財力のないコミュニティでは、自力によ

るアップグレードはままならない状況にあることも確認された。また、自力でアップグレ

ードを行った学校でも、次年度以降の増設の可否が未定の学校もあった。

また、 が就学できる完全校には、 以降の高学年が就学場所を求めてコミュニティ

外から通学する。このため、都市部の完全校は過密し、学級あたり生徒数 以下 指標

は において悪化し、 部制を敷く学校も非常に多い。これについては（３）「教育の質」

で述べる。

（２）内部効率

①進級率および退学率

表 は 年度の初等教育の進級率と退学率の推移を示したものである。

（進級率・退学率については、それぞれ次年度の統計と、複雑な計算が必要となるため、

、 年度の統計は入手できなかった。）南部諸民族州では、初等教育就学者数

が上昇中の一方で、進級率および退学率は悪化傾向にある。

表 １ ７ 年度 南部諸民族州の進級率・退学率推移

平均進級率

平均退学率

（出典： 教育統計年鑑 年度）
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下表 は 年度の学年別進級率および退学率を示したものである。 の間は

自動進級制であるにもかかわらず、初等教育修了テストのある → 進級率を除けば、

→ 進級率は と最も低く、 → 進級が生徒達にとって最もハードルが高い様相を示

している。また、この傾向は統計や文献などより以前から見られることが確認されている。

南部諸民族州では、多くの生徒が一旦 に入学するものの、家業の手伝いや経済的な問題

から通学継続が困難であったり、学習についていけないなどの理由で退学すると考えられ

る。

高学年になるにつれ進級率は改善傾向にあるが、前期初等教育から後期初等教育へ以降

期の ～ と、初等教育から中等教育に移行する → 進級時において、それぞれ落ち

込む。 ～ 時の脱落については、数少ない 以降の学校に遠距離通学を開始しても、継

続が難しいことが考えられる。また、 → の低い進学率については、 修了試験に失敗

することと、中等学校数が圧倒的に少ないことがそれぞれ一因にある。中等学校数につい

ては後述する。

表 １ ８ 年度 南部諸民族州の学年別進級率・退学率

2008/09年度学年別進級率・退学率
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（出典： 教育統計年鑑 年度）

進級できなかった生徒は退学または留年する。 退学率が最も高い一方、最終学年の

退学率も次いで高くなっている。各学年の退学率が十数パーセントと高い中、様々な困難

を乗り越えて まで通学を継続しても試験に失敗し、修了せずに退学する生徒も多い。先

述の通り、 年度の 試験合格率は と、受験者の約半数の合格に留まった。

なお、南部諸民族州を含め「エ」国の初等教育では退学した 年以上後に退学時の学年

に復学する「再入学者」も多く、 年度では各学年平均 ％程度が留年者と再入学

者で構成されており特に に多い。
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②修了率

は、表 の進級率・退学率を基に 年度の 生徒が 年後に初等教育

課程を修了する確率は約 ％と推定している。実際には、留年や再入学を経て初等教育を

修了する生徒も多いので、初等教育修了率はもう少し高いと推察されるものの、初等教育

修了は未だ一般的ではなく、初等教育の内部効率は非常に悪い。

同州では内部効率を高め、修了率を上昇させる必要があり、これには、特に への支援

が必要である。進級率・退学率が改善されれば、就学者数も更に増加すると考えられる。

なお近年では「エ」国の教育政策の焦点は「質」や「内部効率」の改善にシフトしてい

る。 では特に低学年の退学率削減や、生徒の学習達成度の改善が主な目標となって

いる。また、 のサブプログラムである「教育の質改善プログラム 以下： 」

が世界銀行等のドナー支援を得て、教員養成や教科書・カリキュラム改正などについて実

施されている。

（３）教育の質

【施設不足と教育の質】

①学級あたり生徒数と 部制学級

南部諸民族州では が学級あたり生徒数（以下 ）の基準を に設定してい

る。下表に州全体の 推移を示す。 年間で各レベル共に は順調に改善されているも

のの、教室不足等の理由により未だ基準に達していない。また、多くの学校が 部制を敷

いており、教室が不足している。なお、サイト調査では 部制を敷いた上で が を超

える学校が確認されている。

表 １ ９ 年度 南部諸民族州の 推移

（出典： 教育統計年鑑 年度）

また、 年度の都市部・農村部別に および 部制学級実施の割合を表 に

示す。 指標は農村部のほうが、都市部よりも悪い。その一方で、都市部では約 分の

の学級が 部制に拠る授業を行っている。また、典型的な 部制の学校においては、 コマ

あたりの授業時間が 分あり、 日当たり コマ（週 コマ）の授業が行われる。

また、開校時間は昼休みを含めて午前 時～午後 時となっている。

これに対して、 部制の学校においては コマあたり授業時間 分、 日当たり コマ

（週 コマ）の授業スケジュールとなっている。典型的な 部制の学校では、 分休憩を

含めて、午前シフトは 時～ 時 分、午後シフトは 時 分～ 時 分と非常にタ

イトな開校時間となっており、学校関係者の多くは「出来れば 部制を望む」と話してい
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る。

表 １ １０ 年度 南部諸民族州の および 部制学級割合（都市部・農村部別）

部制学級割合

都市部

農村部

（出典： 教育統計年鑑 年度）

②規格外教室

コミュニティの自助努力により建設されてきた学校施設の多くは、チッカと呼ばれる泥

造りで、採光や耐久性も悪く、教室面積も標準以下の規格外教室も多く、生徒達の学習環

境は悪い。また、図書室など学習に必要な施設や教員室なども整備されていない学校も多

い。

【教員と教育の質】

①初等教員資格と採用

年度現在、「エ」国の初等教員資格要件は州立教員養成単科大学 以下： 修

了以上となっている。（図 参照） 年度以前は、 教員資格の最低要件は

後 年間の教員養成校（以下： ）修了以上であったが、 年度より全初等教員の

資格最低要件は 修了に変更された。このため、現在多数の 教員が無資格者である。

これについては後述する。

入学資格は 修了試験合格である。また、 における教員養成課程は 年間であ

る。 では学費が免除されており、学生は月 ブルの手当てを支給される。学生は

を修了した時点で、州内での教員採用が保証されており、最低 ～ 年は州の初等教員とし

て働くことが期待されている。全教員は によって各郡に配置され、郡政府によっ

て雇用される。なお、教員配置後不足が生じる場合は各郡が公募によって追加採用を行う。

南部諸民族州には 校の があり、 年までに以下の通り新規卒業生輩出を見込

んでいる。

表 １ １１ 年度 南部諸民族州の 新規卒業予定者数

新規卒業生数

出典： から調査団質問票への回答より作成

②教員数推移

下表 に 年度の南部諸民族州における初等教員数および教員あたり

生徒数（以下： ）の推移を示す。教員数は生徒数増加率を上回るペースで増加しており、

、 別割合を算出する為に必要な統計が入手出来なかった。
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、 レベル共に が改善中である。なお、 年度では、初等教員 人

が新規に雇用された。毎年、数千人が新規に雇用されている実績から、本プロジェクト実

施においても、教員配置の問題はないと考えられる。

表 １ １２ 年度 南部諸民族州の教員数推移

レベル 教員数増

加率 年

就学者増

加率 年

教員数

（出典： 教育統計年鑑 年度）

③無資格教員と資格付与研修

他方、 年度の初等教員の有資格者・無資格者内訳を表 の円グラフに示す。

現在約 の教員が有資格要件を満たしていない。これは多くの場合、前述の 年度

の 有資格教員要件の変更に伴うもので、 教員の の教員が無資格者である。

表 １ １３ 年度南部諸民族州の有資格・無資格教員内訳

34,584; 56%

27,289; 44%

G1-8 無資格教員 G1-8 有資格教員

（出典： 教育統計年鑑 年度）

この問題に対処する為に、 は現職教員の資格付与研修を実施中で、 年度現

在 人が研修中である。資格付与研修は 年間の夏季研修を受講するものである。ま

た、毎年以下の人数に資格付与される計画であり、 年度には全ての 修了未満の

現職教員が資格付与される予定となっている。予定通りに研修が行われることを前提とす

れば、本プロジェクト対象校の教員は完工時には全員が有資格者となっている。
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表 １ １４ 年度 南部諸民族州の資格付与予定教員数

教員数

（出典： から調査団質問票への回答より作成）

（４）カリキュラム

南部諸民族州の初等教育カリキュラムは下表のとおりである。数字は 週間あたりのコ

マ数を示しており、各学年共に週 コマが基本となっている。

民族を単位に県が構成されている同州においては、県毎に言語が異なるため、教科とし

て教えられる「母語」は県毎に違う。また、 において各科目は「母語」で教えられる

ため、各教科書は言語毎に翻訳されている。他方、 では各科目英語による教育である。

なお、南部諸民族州の公用語はアムハラ語であるが、母語、英語と比較すると、カリキュ

ラム上の比重が軽くなっている。

表 １ １５ 南部諸民族州カリキュラム

科目

アムハラ語

英語

算数

母語

環境科学

文芸と体育

理科

化学

物理

生物

社会科学

公民・倫理

美術と音楽

体育

合計

（出典： より聞取り）

（５）教科書

年度より初等教育改正カリキュラムが実施されることに伴い、新しい教科書が既

に調達されている。以前の教科書は「エ」国業者によって印刷されたものであるが、新教

科書は 資金を利用して各 が国際入札を実施し、印刷業者が選定された。
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１ １ １ ３ 南部諸民族州の中等教育における現状と課題

（１） アクセス

【就学率・就学者数】

南部諸民族州の ‐ 年度における中等教育就学者数および は下表の通

り推移している。南部諸民族州の中等学校就学者数は過去 年間に前期および後期中等教

育（以下それぞれ ）共に急速に増加している。

同州を含め、「エ」国では 年までに 全入学を目標に掲げているが、 年

度 は南部諸民族州で ％に留まっている。目標達成のためには、目標年迄の

課題は非常に多いと考えられる。

この低い の原因は、前項目で詳述した①初等教育修了率が低いこと、②中等学校数

が少ないことに起因すると考えられる。②については次項目で述べる。

表 １ １６ 年度南部諸民族州の就学者数および 推移

地域
就学者数

レベル
年平均

増加率

南部諸民族

州 就学者数

エチオピア

（参考）

（出典： 教育統計年鑑 年度および 教育統計年鑑 年度）

【学校数】

南部諸民族州の中等学校数は表 の通り急速に増加しており、表 の就学者数と相

関している。 年度に実施された州 Ⅲでは、 郡に最低 中等学校の設

立を目標に掲げ、 年度では中等学校がないのは 郡中 郡のみとなっている。な

お、現在の州 Ⅳでは各郡に最低 中等学校の設立と目標が引き上げられた。

同州では初等教育普及に伴い、 以降の教育施設の確保は喫緊の課題となっているもの

の、コミュニティおよび郡政府の資金不足から中等学校施設建設が出来ず、初等学校施設

を間借りして仮設的に中等学校を開校している学校もある。

なお、 年度の 校のうち私立学校は 校で、その内 校が州都であるハワサ

特別市にある。私立中等学校には全体の約 ％の生徒が就学しており、同州での中等学校教

育は公立学校が中心である。
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表 １ １７ 年度南部諸民族州の中等学校数 推移

中等学校数

（出典： 教育統計年鑑 年度）

【対象学年別学校数】

中等学校は急増中であるものの、初等学校数に比べて圧倒的に少ない。下表 に初等

教育最終学年である を含めた学年別就学者数と、対象学年別学校数を示す。下表によれ

ば、 就学者が 人であるのに対し、 就学者数はその である 人とな

っている。他方、 が在籍できる学校数は 校であるのに対し、 が在籍できる学校

数はその である 校と非常に少ない。

なお、初等学校と同様に中等学校でも不完全校は多く、 のみを受入れる学校、

を受入れる学校など、学年が上がるにつれて在籍できる学校数は減る。これは、近年の初

等教育修了者の急速な増加に伴い、コミュニティが急遽 を開講するものの、財源不足に

より 以降の開講が難しいなどの理由がある。

表 １ １８ 年度南部諸民族州の対象学年別学校数
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（出典： 教育統計年鑑 年度）

【都市部・農村部格差】

南部諸民族州において数少ない中等学校は都市部に集中している。各学年が在籍できる

学校数の都市部・農村部別内訳は下表左グラフの通りとなっている。 の在籍できる学校

数は農村部で 校、都市部で 校であるのに対し、 では農村部で 校、都市部で

校となり、学校数が都市部・農村部で逆転する。

同様に、就学者数も → で都市部・農村部で逆転する。前述のように、大多数の初等

教育生徒は農村部在住であるが、 修了後は中等学校がないため、都市部の中等学校に進

学する。これには、都市部への下宿または、十数 に及ぶ遠距離通学が伴い、経済的、時

間的、精神的な負担も大きい。 を修了した生徒の多くは一旦は に進学するものの、学

この表において、中等学校とは 以上のクラスを１つ以上開講する学校を意味し、後期中等教育

クラスのみを対象とする学校も含まれる。
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校に通いきれず退学したり、自習時間がとれずに への進級が困難となり、留年あるい

は退学する。これを反映しているのか 就学者数は 就学者数の 分の 程度である。

以上のことから、農村部に中等学校を設立する必要性は非常に高い。

表 １ １９ 年度南部諸民族州の対象学年別学校数および学年別就学者数

（都市部・農村部別）

2010/11年度都市部・農村部別学校数内訳

309

168 158
82 72

1451

82 62 8 80

200

400
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800
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1600

G8 G9 G10 G11 G12

都市部 農村部

2010/11年度　都市部・農村部学年別就学者数比較

78,657

131,426

91,735

22,156 17,850

201,403

32,730
20,316

1,471 1,3420

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

G8 G9 G10 G11 G12

都市部 農村部

（出典： 教育統計年鑑 年度）

【男女格差】

南部諸民族州の 男女別就学者数推移を表 に示す。同州においては、女子就学

者数の割合は 年度で と低いが、過去 年間で改善傾向にある。また、女子就学

者の年平均増加率は過去 年間で を越え、男子就学者の増加率 よりも大幅に高い。

一方でエチオピア全国との比較では、南部諸民族州の中等教育における女子生徒の割合

は、 年度の 年間でエチオピア全国平均よりも ～ ポイント低い。

表 １ ２０ 年度 南部諸民族州の中等教育就学者推移

地域 男子 女子 年平均増加率

南部諸

民族州

男子生徒

女子生徒

合計

女子生徒の割合

エチオピア 女子生徒の割合

（出典： 教育統計年鑑 年度および 教育統計年鑑 年度）

（２） 教育の質

【学級あたり生徒数と 部制学級】

南部諸民族州の中等教育における標準 は であり、現時点では各レベル共に標準よ
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りも悪い。また、同州では教室不足から 年度で約 ％の学級が 部制を敷いてお

り、その上で の が となっている。

上述のように、数少ない中等学校には生徒が集中することに加えて、各学校は受入れ能

力の限界を超えても、原則的には入学制限を行わない。現地調査時に視察した中等学校に

は一部の学年に 部制を実施しても、 が を超える学校があった。

表 １ ２１ 年度南部諸民族州の 推移

（出典： 教育統計年鑑 年度）

【教員と教育の質】

①中等教員資格と新規採用

「エ」国の中等教育教員資格は、原則として学士（ ）が最低要件である。また、

年度より に加えて 年間の教育実習が必要となった。

新規採用は 段階に分かれて行われる。第一段階では が各 からの要請教員数を

勘案し、教員実習受講者を成績優秀者から選定し、全国の学校に派遣する。

派遣教員の配置でも教員が不足する場合、 が現職教員の再配置を行って対応する。

再配置を行っても不足が見られる場合は、第二段階として、 が州内外から有資格者を公

募の上採用する。なお、 派遣教員も州が直接面接・採用した教員についても初等教員同

様に郡職員として雇用される。

②教員数・有資格保有者数

南部諸民族州における教員数および有資格教員に関する統計を表 に示す。過去 年

間で、毎年平均 程度も教員が増加している。

過去 年間で有資格教員の割合は急速に改善し、 年度では有資格教員は のみ

であったが、 年度には約 割の が有資格者である。したがって、過去 年間に

新規雇用された教員の殆どが有資格者であると考えられる。このため、本プロジェクト実

施にあたり、有資格者の教員配置に問題はないと考えられる。
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表 １ ２２ 年度南部諸民族州の合計教員数および有資格教員数推移

レベル 教員増加

率 年

合計教員数

有資格

教員数

有資格

教員割合

（出典： 教育統計年鑑 年度）

③教員あたり生徒数

教員数増加率は就学者数増加率を上回るペースで配置されているため、 は 全体

で急速に改善している。

表 １ ２３ 年度南部諸民族州の 推移

（出典： 教育統計年鑑 年度）

（３） 内部効率

南部諸民族州の中等教育に関する退学率は発表されていない。このため、本報告書では、

入手可能であった留年者・再入学者数および 修了試験合格率により南部諸民族州にお

ける教育の内部効率について述べる。なお、再入学者とは、一度中退したものの、中退後

年以上後に中退時の学年に復帰するものを指す。

①留年者・再入学者

年度の南部諸民族州における学年別就学者数のうち、留年者と再入学者の合計の

割合を示す。 では留年者と再入学者の割合が非常に高く、 に入学を果たしても、遠距

離通学や下宿をしつつ、レベルの上がった授業内容についていき、スムーズに進級するこ

とは困難なことを示している。逆にこれらの逆境をはねのけて 以上への進級に成功し

た上級生達の留年率・再入学者の割合は低くなっている。
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表 １ ２４ 年度 南部諸民族州の学年別留年者および再入学者数割合

留年者 再入学者割合

（出典： 教育統計年鑑 年度）

② 修了試験合格率

下表は 修了試験合格率の推移を示したものである。 年度以前、 修了試験

受験者の半数以上が不合格となり、多くの生徒が退学または留年した。 年度以降は

合格率が ％を越え、急激に数値が改善した。ただし、未だ 割近くの生徒が不合格であ

るため、内部効率の改善の余地は大きい。また、過去 年間、合格率が全国平均よりも常

に低いことを特記しておきたい。

表 １ ２５ 年度 南部諸民族州の 試験合格率推移

地域 合格率等

南部諸

民族州

合格者

受験者

合格率

エチオピア 合格率

（出典： 教育統計年鑑 年度および 教育統計年鑑 年度）

また、 年度の男女別合格率の差は大きく、 ポイントも差がある。約半数の女

子生徒が試験に合格できず、内部効率の改善には女子生徒への学習支援などが必要と考え

られる。

表 １ ２６ 年度 南部諸民族州の 試験男女別合格率

男子／女子 合格者数 受験者数 合格率

男子

女子

合計

（出典： 教育統計年鑑 年度）

（４） カリキュラム

南部諸民族州の中等教育の授業科目および週当たりのコマ数は下表の通りである。なお

カリキュラムは 年度に改訂された。授業時間は初等教育と同様 部制で１コマ

分、 部制で 分となっている。
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表 １ ２７ 南部諸民族州カリキュラム

科目

共通科目 アムハラ語

英語

数学

公民

体育

母語・アムハラ語

または英語

文系

選択科目

地理

歴史

経済

ビジネス

理系

選択科目

物理

化学

生物

技術製図

合計 または または

（出典： から聞取り）

（５） 教科書

年度の新カリキュラム導入に伴い、新しい教科書が配布された。 予算によ

り、国際入札が行われ、アラブ首長国連邦（ドバイ）他の海外印刷業者を起用した教科書

が調達された。以前の「エ」国にて印刷された教科書は印刷品質も悪く、魅力の薄いもの

であったが、新しい教科書はカラー印刷で装丁が大幅に改善されている。

１-１-２ 開発計画

（１）貧困削減計画

「エ」国政府は、 年までに民主的かつ良いガバナンスが維持された中所得国と

なることを目指している。この構想を達成するべく、「エ」国では累次の貧困削減計画が

策定され、現在は第 次計画である「成長・改革計画 以下： 」が実

施されている。 は好調な経済成長を維持し、教育、保健サービスを拡充することによっ

て、社会分野における「ミレニアム開発目標」の達成を目標の一つとして掲げている。教

育セクターの具体的戦略は（２）の に拠るものとし、 の下で実施中の各プロ

グラムの拡充を謳っている。

（２）教育セクター開発計画 （ ）

「エ」国は 年より累次の を策定・実施しており、現在は 年

を対象とした 次計画（ ）が施行中である。連邦 では、①教育の質の改善

および②アクセス・公平性の向上を目標として掲げており、 年までに初等教育の完全

普及を実現し 年までに前期中等教育（ ）完全普及を実現することを目指すべく、

中等教育拡大を謳っている。これらの目標達成のために、初等・中等教育においてそれぞ
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れ 教室、 教室の建設が必要とされている。

（３）南部諸民族州教育セクター開発計画

一方、南部諸民族州に関しては、連邦 に対応した州 （ ）

を実施中であり、初等・中等教育のアクセス及び質の向上を目標に、①前期初等学校（ ）

の完全初等学校（ ）化の推進、②各郡が最低 校は中等学校を擁するよう中等学校建

設などの取り組みが行われている。

１-１-３ 社会経済状況

「エ」国の一人当たりの国民総所得（以下： ）は 米ドル（ 年、世界銀行）で

あり、農業が雇用の約 、 の約 を占めている一次産品依存型経済である。主要輸

出品はコーヒー、油料種子であり、国際市況や天候に影響を受けやすい環境にある。

年から 年間に及んだ内戦や旱魃により経済は極度に疲弊したが、 年に成立し

た暫定政府の下、新経済政策「農業開発主導の産業化政策（以下： ）」が策定された。

年 月には同計画をレビューする形で、「開発、平和及び民主主義のための計画（略称

「国家開発 カ年計画」）」を策定し、農業生産性拡大、教育、道路、公衆衛生等を最重点

目標に据えてきた。それ以降、経済は安定を回復し、実質経済成長率は年平均約 ％を達成

し、インフレ率は ％以下に抑えられた。しかし、 年に入り、干ばつによる農業生産

の落ち込みや、主要輸出品目であるコーヒーの世界的な価格低迷により、国民総生産（以

下： ）がマイナスを記録し、加えてエリトリアとの国境紛争による難民・避難民が大量

発生し、「エ」国経済に打撃を加えた。

「エ」国政府はこのような紛争後の経済課題に取り組むべく、 年に、「国家開発 カ

年計画」の反省に基づく「第 次国家開発 カ年計画」を策定した。また、 年 月に

は、同計画に基づく「貧困削減戦略文書（以下： ）」を策定し、 年には「エチオピ

ア新食糧安全保障連合」を設立し、 年 月、 年間の開発計画である「貧困削減計画

（以下： 」が策定された。 年度から 年までの 年間は年平均 ％

の経済成長率を達成している（ 年、「エ」国政府）。この高い経済成長率の背景には、

十分な降雨により、農業生産が順調であったことと中国などの新興援助国からの投資が増

大したことが挙げられている。また、 年秋には、 に代わる 年間の開発計画で

ある が策定されている。

本プロジェクト対象地域である南部諸民族州は、オロミア州、アムハラ州に次ぐ約

万の人口を擁し（ 年国勢調査）、 以上の民族により構成される多民族州である。南

部諸民族州の主要産業は農業で、州人口の約 割が従事し、エンセーテ、トウモロコシ、

各種根菜などを栽培している。

１-２ 無償資金協力の背景・経緯及び概要

「エ」国では 年以来の の取り組みにより、初等教育（ ） は 年

の ％から 年の ％、中等教育（ ） については、 ％から
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と改善されている。なお、中等教育 の内訳は、前期中等（ ）で ％、後期中等

（ ）では ％である。他方、就学における地域間格差、男女間格差は未だ顕著な問

題であるとともに、教育アクセスの急速な改善により、教員・教室の不足、教育の質の問

題、後期初等教育および中等教育へのアクセス等の問題が顕在化している。

本プロジェクトの対象地域である南部諸民族州では、 年に前期初等レベル（ ）

の が ％に達する一方、 では に留まった。また、中等教育 は前期

中等 レベルで 、後期中等 レベルで であった。教育レベルが上が

るに伴い、アクセス指標が悪化する原因には、初等教育レベルにおいては、全 学年を教

えられる「完全校」が少なく、特に 以降の就学先が限られていることが挙げられる。例

えば、 の生徒を受け入れる体制にある学校が 校であるのに対し、 となると

校と約半数に減り、特に農村部では高学年のアクセス問題が深刻である。また、数少ない

「完全校」は生徒が集中するため、教室が過密している。

更に中等学校数は初等学校数に比べて非常に限られており、初等教育最終学年である

生徒を受け入れる体制にある学校が 校であるのに対し、 となると 校のみであ

る。また、これら中等学校の大部分は都市部に集中しているため、都市部中等学校では教

室が過密している一方、農村部には中等学校そのものがないために、中等教育へのアクセ

スが非常に困難な状況となっている。

このような背景のもと、南部諸民族州より我が国に対し、初等学校の新設・増設、およ

び中等学校の新設を行うための無償資金協力の要請がなされた。これに対し、 は

年 月および 年 月に南部諸民族州に協力準備調査団を派遣した。同州関係者との

協議及び現地調査を通じ、中等学校新設および、既存初等学校の完全校化および過密緩和

にかかるニーズが喫緊の課題である実態を鑑み、本プロジェクトにおいては中等学校の新

設および初等学校の増設を対象とすることで合意した。その後、国内解析を経て 年

月に概略設計説明調査を実施し、 年 月に入札図書作成参考資料説明調査を行い計画

を策定した。
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１-３ 我が国の援助動向

我が国の「エ」国教育セクターに対する、近年の援助実績および実施中のプロジェクト

を下表に記す。

表 １ ２８ 我が国の援助実績

協力

内容
実施期間 案件名 その他

供与限度

額 億円
概 要

技
術
協
力
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

～ 住民参加型基礎教育改善プ

ロジェクト

＿ オロミア州における教育行政、及

び住民との協働を通じた基礎教

育校の建設・学校運営モデルの開

発

～ 住民参加型初等教育改善プ

ロジェクト

＿ オロミア州における教育行政、及

び住民との協働を通じた学校運

営改善

～

予定）

理数科教育改善プロジェク

ト

＿ 理数科教員を対象とする現職教

員研修システムのモデルを確立

する

開
発
計
画
調

査
型
技
プ
ロ

～ オロミア州初等教育アクセ

ス向上計画調査

＿ 初等教育のアクセス向上に資す

るスクールマッピング、マイクロ

プランニング、及びそれらを通じ

た関係者の能力向上に係る調査

無
償
資
金
協
力

年～ 年 オロミア州小学校建設計画 オロミア州における小学校約

校、 教室の増設、及び維持管

理能力強化を目的とした指導を

実施するための資金供与

年～ 年 アムハラ州中学校建設計画 アムハラ州における中学校 校の

新設および 校における増設を行

うための資金供与。合計 教室

の建設が計画されている。

１-４ 他ドナーの援助動向

主要ドナーによる「エ」国教育セクターに対する近年の主な支援実績を下表に示す。

表 １ ２９ 主要ドナーによる援助

実施年

度

機関名 案件名 金額

千米ﾄﾞﾙ

援助形態 概要

年

～

年

アフリカ開発銀行 教育Ⅲ 有償

一部

無償）

小学校建設 新設、増設 、それ

に伴う必要機材整備、新カリキ

ュラム開発、教員研修、副教材

の印刷・配布、及び教育情報管

理システムに係る支援

～

年

国際開発協会、フィンラン

ド、スウェーデン、イタリ

ア、オランダ、イギリス開

発庁、「万人のための教育

ファストトラックイニシ

アティブ触媒基金」、等

有償、無償

（一部自

国資金含

む）

普通教育 の質の改善、

及び中央・地方教育行政能力向

上に係る支援
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また、南部諸民族州における学校建設に関する支援については、ワールドビジョンなど

の国際 や現地 などにより小規模な支援が実施されている。
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3

第２章 プロジェクトを取り巻く環境

２ １プロジェクトの実施体制

２-１-１組織・人員

本プロジェクトの実施および責任機関は である。図２－１にその組織図を示す。

各課の下に示す数字はスタッフ数（ 年 月時点）である。また、本プロジェクトの担

当部署は計画課である。

図 ２ １ 組織図

注）二重線枠は本プロジェクト担当部署

２-１-２ 財政・予算

表 に ～ 年度における南部諸民族州全体の予算と教育予算を示す。過

去 年間において、州全体予算に占める教育予算割合は減少傾向ではあるものの、

年度で予算の約 分の が教育セクターに計上されている。これは、同州において教育セ

クターは 大優先セクターの つであるためである。

また、南部諸民族州における教育予算は急速に増加しており、過去 年間で 倍以上の

額が計上されている。



２ ２

表 ２ １ 南部諸民族州予算および教育予算推移

（単位：百万ブル）

南部諸民族州予算

南部諸民族州教育予算

経常予算

投資予算

州予算に占める教育予算の割合

前年比 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

出典： 教育統計年鑑 年

なお、「エ」国の予算年度は 月上旬からの 年間である一方、教育年度に関しては 月

開始となっている。

２-１-３ 技術水準

本プロジェクトに係る の担当部署は計画課である。 は我が国の無償資金

協力に拠るプロジェクトの実施経験は無いが、独自の予算による学校施設建設プロジェク

トを多数実施しており、経験も豊富であることから、本プロジェクトの実施に問題はない

と考えられる。

２-１-４ 既存施設・機材

初等学校計画対象校については、 校中 校が教室不足のため 部制を実施し、 が

を越える学校が 校ある。現在、初等学校計画対象校 校では合計 教室が使用され

ているが、 造など恒久的に使用可能なものは 教室のみである。残りはコミュニティの

自助努力により建設された土壁造りの仮設教室棟である。
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２ ２ プロジェクトサイト及び周辺の状況

２-２-１ 関連インフラの整備状況

（１）交通輸送事情、及びアクセス道路

本プロジェクトの計画対象サイトは直径 圏内と広域に分散している。 サイト中

サイトは舗装された幹線道路に面しているか、幹線から未舗装道路で 以内の距離に

あるが、残りの サイトは幹線道路から未舗装道路で 分～ 時間の場所にある。全サイ

トとも乾季のアクセスは良好であるが、一部のサイトは雨季に未舗装道路がぬかるんだ際

には補修が必要となる可能性がある。

（２）電気、給排水事情

計画対象の全 サイトで電気が使用できるのは サイトで、水道が整備されているの

は サイトである。計画対象地域では水洗トイレを使用している学校は殆ど見られず、汲

み取り式が一般的である。また、手洗い場がない学校も多く見られる。

２-２-２ 自然条件

（１）気象条件

南部諸民族州は、標高 のルドルフ湖から のグゲ山までと高低差が大きく、

計画対象の サイトは ～ の範囲に分布する。対象サイトの周辺は概して年

間を通じて過ごしやすい気候となっている。表２ ２に南部諸民族州の主要 都市の標高、

気候区、年間平均気温、及び年間降水量を示す。計画対象サイトの中には 月から 月の

大雨季に月の降水量が を超えるものもある。

表 ２ ２ 標高、気候区、年間平均気温、及び年間降水量

都市 標高 気候区 年間平均気温 年間降水量

アルバミンチ 熱帯 度

ハワサ 温帯 度

ホサナ 温帯 度

（２）敷地状況

① 地形調査

計画対象校（ サイト）の高低差と面積を表２ ３に示す。

② 地質調査

計画対象校（ サイト）の膨張土の有無を表２ ３に示す。

計画対象校（ サイト）において 年 月に実施した地形測量調査の結果による。

地形測量調査と同時期に実施した地質調査の結果による。
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表 ２ ３ 対象校の高低差、面積、及び地質の特徴

タ
イ
プ

県 特別郡 特
別市

郡
建設サイト名

学校名

高低差
面積

地質
（膨張土
の有無）

中
等
学
校
新
設

ハラバ ハラバ タウン クリト 無

ハディヤ ソロ ベルクンチョ 有

ハディヤ レモ ジャウェ 有

シダマ アレタ ウォンド タウン ベレスト 無

ゲデオ ディラ ズリア クカ トゥムティチャ 有

グラゲ ウォルキテ タウン キャンプ サファル 有

グラゲ ソド ティヤ 有

ワライタ ボロソ ソリエ グルモ コイシャ 無

シルティエ サンクラ ジャタ 無

ガモゴファ アルバ ミンチ タウン チャモ 有

初
等
学
校
増
設

ダウロ マレカ タルチャ 有

シルティエ ワラベ タウン ドゥナ 有

ワライタ アレカ タウン アディス ファナ 有

ガモゴファ サウラ タウン ボトゥレ 無

ガモゴファ マラブ アバヤ コイテ ミレニアム 無

シダマ マルガ タンカロ 無

シダマ ダレ アボスト トゥラ 有

ゲデオ イルガ チャフェ タウン アビヨット フェレ 有

カムバタ タンバロ タンバロ バジョ 有

ハディヤ ミシャ ハギイェ 有

ハワサ エドゲット バンドネット 無

高低差は学校敷地の最高点と最低点の差で表記している。

２-２-３ 社会環境配慮

本プロジェクトは、既存初等学校および新設中等学校用の敷地内に施設を建設するもの

であり、一部サイトでは樹木の伐採が必要となるものの、大規模な造成を必要としないた

め、基本的に環境面での負の影響はない。また、プロジェクト実施に伴う住民の移転等も

ないことから、社会面での負の影響もない。従って、本プロジェクトは 環境社会配慮

ガイドラインのカテゴリー分類 （環境や社会への望ましくない影響が最小限かあるいは殆

どないと考えられる協力事業）に属する。
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第３章 プロジェクトの内容

３-１ プロジェクトの概要

３ １ １ 上位目標とプロジェクト目標

本プロジェクトは前出の の実行計画の一部を担うものであり、南部諸民族州に

おける「初等・中等教育のアクセスおよび質の改善」を上位目標に、中等学校の新設およ

び既存初等学校の教室増設を通して、対象地域の「初等・中等学校の学習環境改善」をプ

ロジェクト目標にしている。

３-１-２プロジェクトの概要

本プロジェクトは南部諸民族州の 県、ハラバ特別郡、ハワサ特別市 において、①中等

学校の新設（ 校）、②既存初等学校の増設（ 校）を行うものである。

中等学校には、普通教室（ ～ 教室）、図書室、実験室、 センター、衛星放送受信

室、製図室 校のみ 、生徒用トイレ、校長・秘書室、副校長室、事務室、記録室、倉庫、

用務員室、放送室、教員用トイレ、教員室、教科長室および、各室に必要な家具を整備す

る。

なお、中等学校は都市部に サイト、農村部に サイトと分かれている。本プロジェク

トによる施設整備により、農村部では中等教育へのアクセスが改善され、都市部では中等

学校の過密緩和が期待される。

初等学校には、 または 教室およびこれら増設教室に必要な家具を整備する。初等学校

は 校が「不完全校」であり、残り 校が「完全校」である。教室増設により、不完全校

が完全校になり、高学年の教育アクセスが改善される。また、完全校に教室を増設するこ

とにより、過密緩和が期待される。

３-２ 協力対象事業の概略設計

３-２-１設計方針

３ ２ １ １ 基本方針

（１） 計画対象校

計画対象校は、「エ」国側より要請された①中等学校新設（ 校）および、②初等学校増

設（ 校）の計 校より、以下の点を考慮し選定する。

・ 中等教育の拡充が南部諸民族州の喫緊の課題であることから、中等学校を優先する。

・ 中等学校および初等学校のそれぞれにおいて、施設整備ニーズに基づき設定されたサ

南部諸民族州は 県、 特別郡およびハワサ特別市から成る。
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イト間の優先順位を考慮する。

（２） 計画対象校選定条件

計画対象校選定においては、以下を前提条件とする。

① 十分な就学需要があること

② 対象校において、政府、他ドナー、 等による施設整備計画との重複がないこと

③ 地形、地質、その他のサイト条件（アクセス、広さなど）に関し、施工・施工監

理に支障がないこと

④ 土地所有権または使用権に問題がないこと

（３） 計画内容

① 中等学校新設

中等学校の施設コンポーネントは、要請された施設コンポーネントより、新設中等学校

として運営するために必要最小限の施設を整備する。各校の計画教室数は収容予定生徒数

の規模に応じて設定する。なお、中等学校 校中 校は、前期中等教育 のみを対

象とするが、残りの 校は完全中等学校整備のニーズが高いことが確認された為、前期・

後期中等教育 を対象とする。

②初等学校増設

初等学校の施設コンポーネントは、要請されたコンポーネントより、既存施設状況など

を踏まえ、計画施設を選定する。なお、計画策定において、初等学校に付属する就学前教

育学級は整備の対象としない。

③家具・機材

中等学校、初等学校において、本計画施設に必要最小限の家具を整備する。家具以外の

教材や機材は計画対象には含まず、「エ」国側負担によって整備される。

（４） 対象校の規模設定

計画教室数については、 が試算した 年度予測就学者数に基づき、各対象

校の必要教室数を算出し、計画規模を設定する。

３ ２ １ ２自然環境条件に対する方針

（１） 気象条件

計画対象地域は、温帯の温帯夏雨気候と西岸海洋性気候から熱帯のサバンナ気候に属し、

雨季と乾季が明確である。雨季の中でも 月の降雨量は最も多く、地域によっては約

になる。一方、この地域は年間を通じて気温変化が少なく、乾季でも最高気温が ℃程度
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で朝晩は冷えることもある。このため、建築計画においては、冷涼な気候に適した開口部

とし、雨季の冠水や雨音を考慮した設計とする。

（２） 木材使用と白蟻対策

「エ」国では、施工性、耐久性さらに低コストといった理由により、学校に限らず住宅

を含む様々な用途の建物の屋根はユーカリ丸太のトラス工法が一般的であるため、本プロ

ジェクトではユーカリ丸太を使用する。また現地では標高に関わらず白蟻被害の報告があ

るため、木材使用については防蟻処理を施す。

（３） 地形、敷地条件

対象 校のうち サイトは平坦または緩やかな傾斜地だが、 サイトは敷地全体もしく

は敷地の一部に傾斜地が含まれる。こうした傾斜のあるサイトでは、建物は急勾配の部分

を避けて配置する。また、建物は平屋建てを基本とするが、都市部や敷地が狭小な地域で

は 階建て施設を計画する。

（４） 地質

対象 校のうち、中等学校 サイトと初等学校 サイトにおいて、膨張土が確認された

（表 参照）。膨張土は黒色で普通の土壌と異なるため目視でも容易に認められるが、深

く掘ってみないと確認できない場合もある。水分を含むと体積が増え、床、基礎などに損

傷を与えることがあるため、膨張土が確認されたサイトでは必要に応じて地盤改良等の対

策を講じる。

（５） 地震

対象 校のうち 校 ジャウェ では、 年の地震により隣接する初等学校校舎に

損傷がみられた。被害は一定の時期に建設された校舎のみで確認されていることから損傷

の直接原因は施工不良によるものと考えられる。本計画においては、エチオピア設計基準

（以下： ）の耐震設計指針に則り構造設計を実施する。

なお、 では地震の危険度をゾーン ～ の 段階に設定している。国を帯状に南北に

貫くアフリカ大地溝帯の周辺はゾーン に設定され、大地溝帯から離れるほど危険度が小

さい。最も危険度の高いゾーン で過去 年間に記録された地震は全てがマグニチュー

ド 以下である。全 サイトの中で、ジャウェを含む サイトがゾーン に属す他、 サイ

トがゾーン 、そして サイトがゾーン と、大半が危険度の高いゾーンである。

３ ２ １ ３社会経済条件に対する方針

（１） ジェンダー

南部諸民族州学校スタンダード（以下 ） において、トイレは男女別設計とな
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っており、本プロジェクトにおいてもジェンダー配慮の観点から男女別棟のトイレを整備

するとともに、男女間の干渉避けるため、男女トイレ間の距離を確保する。

（２） 身体障害者対応

身体障害者対応として、新設校では全ての建物の 階に車椅子が乗り入れられるようス

ロープを設ける他、建物間の移動を容易にする為に建物を結ぶ主要な通路を舗装する。

３ ２ １ ４建設事情に対する方針

（１） 建設工法

工法は、現地において一般的で施工が容易な鉄筋コンクリート造を主構造とする。

（２） 建築資機材

建築資材は、耐久性、コスト縮減およびメンテナンスを考慮し選定する。

「エ」国では、本プロジェクトに必要な資機材は国内で調達可能である。従って全ての

資機材を国内調達することを原則とする。

近年、南部諸民族州の地方都市においても建設ラッシュが起きているため、鉄製品など

主要資材の供給量や価格が不安定である。従って、計画の各段階での最新の資機材調達状

況と価格の確認が必要である。

（３） 基準・法規

施設計画は を基本とし、過去のコミュニティ開発支援無償資金協力案件の設計

内容に準じた設計とする。また、構造計画と設備計画は、現地の建築基準（ ）、および

現地の類似施設の状況を参照し、設計を行う。

３ ２ １ ５調達に係る方針

本プロジェクトは、コミュニティ開発支援無償により実施することとし、日本の調達代

理機関が の代理人として、施工監理コンサルタント、建設業者および調達業者を

調達する。

（１） 施工監理コンサルタント

施工監理コンサルタントは、 の推薦を受け、協力準備調査を担当した本邦コンサル

タントが選定される。本邦コンサルタントは、「エ」国の現地コンサルタント会社を下請け

（サブコン）として活用しつつ業務を統括管理する。現地コンサルタントは規模や能力等

により 段階のカテゴリー（最上位のカテゴリー からカテゴリー ）に分類されている。

本プロジェクトでは活用可能な現地コンサルタントを上位（カテゴリー 以上）に絞ること

とする。なお、現地コンサルタントの業務内容には図面設計、入札補助、現場監理等が含
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まれる。

（２） 建設業者

建設業者は、「エ」国の建設業者を対象とした競争入札により選定する。

本プロジェクトは、全体の施工規模が大きく、また多数の建設サイトが広範囲に分散し

ているため、建設は複数の建設業者を活用する必要がある。このため、地理的要因、施工

量、アクセス状況といった要因により契約ロットを複数に分割し発注する。

「エ」国の建設業者は技術者数等に応じて のグレードに分かれており、建設業者はグ

レード が最も規模が大きく、グレード毎に受注可能な上限額が定められている。ロット

を小さく計画した場合、技術や資金力の伴わない小規模な建設業者が入札に参加する可能

性があるため、本計画では入札参加資格をグレード の建設業者に絞るなど、上位業者を

対象とした入札参加資格の設定を行う。

また、入札においては、過去実績、技術者数、保有機材および技術提案などを技術審査

項目として応札業者に求め、適切な技術力を有する建設業者を選定する。

３ ２ １ ６運営・維持管理に対する方針

南部諸民族州においては、教科書は が配布し、教職員は初等・中等レベル共に

郡政府が教職員給与を負担している。この他の教育機材、文具、図書、試験関連経費、活

動費は原則的には各校が学校予算の中で対応している。清掃を含めた施設維持管理につい

ては が中心となり、財政支援や労務提供を行っている。同州においては初等・中等学

校の運営・維持管理体制が整っており、整備される施設についても適切に維持管理がなさ

れると考えられる。このため、本プロジェクトにおいてはソフトコンポーネントを実施し

ない。

３ ２ １ ７品質管理に関する方針

施工監理においては、本邦コンサルタントの指導の下で、現地コンサルタントが各現場

の品質管理を実施する。特に建築物の主要構造体となるコンクリート工事については、適

切な資材の選定、調合および打設方法が実施されるよう現地コンサルタントを指導すると

ともに、「エ」国地方部ではあまり実施されていないコンクリートの強度試験を実施するな

ど、品質管理に細心の注意を払う必要がある。

また、本邦コンサルタント、現地コンサルタントおよび現地建設業者といった関係者が

設計内容、工程や品質について共通認識を持つため、①設計内容、工程、品質の確認や、

完工済類似案件の実例の紹介を目的とした合同キックオフミーティングの開催や、②先行

する工事現場に関係者を招き、実際の建設現場を通しての定例学習会などを実施する。

３ ２ １ ８施設・家具等のグレードの設定に係る方針

本プロジェクトの施設・家具については、 を基に、先行コミュニティ開発支援
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無償案件（アムハラ州中学校建設計画）により建設された学校や、「エ」国や他ドナーによ

り建設された学校の仕様を参照し、機能性、経済性、維持管理の観点から中等学校・初等

学校教育施設として適切なグレードを設定する。

３ ２ １ ９工期に係る方針

本プロジェクトでは、計画対象校を つの施工グループに分けて重複期間を設けた「ず

らし型」工程とする。これにより、第 グループの入札の結果、予算不足や予算余剰が生

じた際に、第 グループのロットやコンポーネントでの調整が可能となる。また、施工監

理業務の集中を軽減する効果も見込まれる。

「エ」国は 月半ばから 月半ばが大雨季となり、その間の土工事・躯体工事・仕上げ

工事は、効率や品質面に影響を与えるため、雨季を考慮した全体工程を計画する。

また、「エ」国の学校年度は 月 日頃開始であるため、出来る限り多くの計画対象校

が 月頃に完工するような全体工程とする。

３ ２ ２基本計画

３ ２ ２ １要請内容

（１） 最終要請校

からの当初の要請は、①初等学校新設（ 校）、②初等学校増設（ 校）、③中等

学校新設（ 校）の タイプ 校であった。現地調査 にて 側と協議した結果、

施設建設ニーズ、施工監理効率、事業規模に鑑み、最終的な要請は優先順に①中等学校新

設（ 校）、②初等学校増設（ 校）の タイプ 校に整理された。その後、数サイトの

入替を経て、現地調査Ⅱにおいて表 のとおり最終要請校が確認され、同最終要請校に

対し、サイト調査を実施した。

なお、サイト調査結果に基づき、タイプ毎にサイト・学校を以下の順位でグループに分

けて優先順位が見直され、最終優先順位として確認された。（ から順に優先度が高く、

が優先度最小）

① 中等学校新設

他施設を間借りして、中等学校の仮運営を既に実施しているサイト

都市部における既存中等学校の過密緩和を目的としたサイト

農村部の新設中等学校

② 初等学校増設

が 以上かつ、 部制運営を行っている学校
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が 以上で 部制運営を行っている学校

が 未満で 部制運営を行っている学校

が 未満で 部制運営を行っている学校

表 ３ １ 最終要請校

タ
イ
プ

県 特別郡
特別市

郡 建設サイト名 学校名
サイト
調査前

優先順位

最終優先
順位

中
等
学
校
新
設

ハラバ ハラバ タウン クリト

ハディヤ ソロ ベルクンチョ

ハディヤ レモ ジャウェ

シダマ アレタ ウォンド タウン ベレスト

ゲデオ ディラ ズリア クカ トゥムティチャ

グラゲ ウォルキテ タウン キャンプ サファル

グラゲ ソド ティヤ

ワライタ ボロソ ソリエ グルモ コイシャ

シルティエ サンクラ ジャタ

ガモゴファ アルバ ミンチ タウン チャモ

初
等
学
校
増
設

ダウロ マレカ タルチャ

シルティエ ワラベ タウン ドゥナ

ワライタ アレカ タウン アディス ファナ

ガモゴファ サウラ タウン ボトゥレ

ガモゴファ マラブ アバヤ コイテ ミレニアム

シダマ マルガ タンカロ

シダマ ダレ アボスト トゥラ

ゲデオ イルガ チャフェ タウン アビヨット フェレ

カムバタ タンバロ タンバロ バジョ

ハディヤ ミシャ ハギイェ

ハワサ エドゲット バンドネット

対象校

ハラバ特別郡、ハワサ特別市以外はすべて県である

中等学校について、当初は 校を前期・後期中等学校 対象 とするこ

とが要請されていた。しかしサイト調査では、 校のサイトを後期中等教育も対象とする

必要性が確認できなかったこと、また後期中等学校としての要請のなかった 校サイト

の隣接初等学校では、既に を対象としたクラスが仮運営されていることが確認され

た。このため、前期・後期中等学校（ ）対象校を の 校とすること

とした。

（２） 要請コンポーネント

① 施設コンポーネント

各タイプに対する当初の施設要請コンポーネントを下表に示す。
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表 ３ ２ 要請施設コンポーネント（当初）

タイプ 要請コンポーネント

中等学校新設 普通教室 、図書室、実験室（化学、物理、生物）、生徒用トイレ 、 センター、衛星

放送受信室、指導カウンセリング室、教材作成室、特別支援教室

事務室 、教員室、クリニック、教員用トイレ 、分電盤室、守衛室、放送室、課外授業

室 、教科長室

初等学校増設 普通教室 、図書室、トイレ 、理科実験室、教材作成室、事務所

南部諸民族州との協議では、教育政策、現地での使用状況などを鑑み、最終要請コンポ

ーネントは下表の通り整理された。また、事業規模を鑑み、初等学校の施設コンポーネン

トについては、一部しか対象にならない可能性がある旨現地調査において南部諸民族州と

合意している。

表 ３ ３ 要請施設コンポーネント（最終）

タイプ 要請コンポーネント

中等学校新設 普通教室、図書室、実験室（化学、物理、生物）、 センター、衛星放送受信室、製図室

対象校のみ 、生徒用トイレ、校長・秘書室、副校長室（ ）、事務室、記録室、倉

庫、用務員室、放送室、教員用トイレ、教員室、教科長室

初等学校増設 普通教室、図書室、教材作成室、生徒用トイレ、校長室、副校長室、事務室、教員室、倉

庫、教員用トイレ

② 家具・機材コンポーネント

施設以外のコンポーネントに関しては、以下の通り合意した。

表 ３ ４ 施設以外のコンポーネント（最終）

種類 要請コンポーネント

家具 基本的な家具（机、椅子、黒板）は計画に含める。

機材 計画に含めない。

車輌 計画に含めない。

３ ２ ２ ２ 計画対象校

（１） 計画対象校の選定

現地調査Ⅱにおいて、表 の最終要請対象校を全校踏査した。調査結果から、全 サ

イトが の選定条件を満たしており、全サイトを計画対象とすることが可能であ

ることが確認された。 が出来るだけ多くのサイトを対象とすることを希望している

ことから、全 サイトを計画対象校とする。

（２） 計画対象校の妥当性

① 中等学校新設の必要性

要請サイトは都市部 校、農村部 校に分布している。都市部のサイトでは、各対象サ

イトの学区内には既存中等学校が 校しかなく、いずれの既存中等学校も 部制による運
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営をしており、 校のうち 校で が約 に達するなど過密が顕著である。このため同

一学区内に中等学校の新設が必要とされている。下表に 年度現在の都市部サイト

の学区内既存中等学校の 等を示す。

表 ３ ５ 学区内中等学校運営状況（ 年度現在）

学区内中等学校名 対象学年 授業シフト
合計

就学者数

合計

クラス数

クラスあ

たり生徒数）

ハラバ中等学校 部制

アレタウォンド中等学校 部制

ゴロ中等学校 部制

チャモ中等学校 部制

農村部のサイトでは、各対象サイトの学区内に既存中等学校がないため、初等学校を修

了した生徒達は、数十 に及ぶ遠距離通学をするか、または中等学校のある都市への下宿

を余儀なくされる。こうしたアクセス上の問題から、農村部では中等学校への未就学また

はドロップアウトが多いため、学区内に中等学校を新設し中等教育へのアクセス改善が必

要とされている。

② 初等学校増設の必要性

要請サイトは、完全校 校、不完全校 校である。

完全校のサイトは、全て都市部に位置し、生徒数が千人単位の大規模校である。しかし、

施設不足のため全てが 部制を実施しており、なおかつ が を越える学校もあるなど

過密緩和が顕著である。このため、既存校に教室の増設が必要とされている。表 は各

初等学校の 等の情報を記したものである。

不完全校のサイトは、都市部、農村部の両地域に位置するが、全ての初等学校を完全校

とするといった政策や、高学年の生徒が他校へ移動する際の通学アクセスの問題のため、

完全校とするため施設の増設が必要とされている。
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表 ３ ６ 各初等学校の運営状況 年度現在

初等学校名
都市

農村

現行

授業シフト
対象学年

合計就

学者数

合計
学級数

タルチャ 農村部 部制

ドゥナ 都市部 部制

アディス ファナ 都市部 部制

ボトゥレ 都市部 部制

コイテ ミレニアム 農村部 部制

タンカロ 農村部 部制

アボスト トゥラ 農村部 部制

アビヨット フェレ 都市部 部制

バジョ 農村部 部制

ハギイェ 農村部 部制

エドゲット バンドネット 都市部 部制

※グレーは完全校

（３） 就学予定生徒数

は、 年度（開校予定年度）の各計画対象校の就学予定生徒数を以下の通

り推計した。

【中等学校】

中等学校生徒数の推計については、①都市部、②農村部によって異なる方法が適用され

ている。

①都市部中等学校（ ）

都市部の中等学校（ 校）は、各サイトの学区内に既存中等学校が 校ある。このため、

計画対象校の就学予定生徒数は、既存中等学校の 年度生徒数から 年度の

生徒数を推計し、同生徒数の半数が既存中等学校に就学し、残りの半数を計画対象校の就

学生徒数とした。ただし、 の既存中等学校は仮運営の状態で、本計画校が開校した際

は既存中等学校の全生徒数が計画対象校に就学する。なお、 年度の生徒数推計は、

生徒数の増加率を年 （過去 年間の中等教育就学者平均増加率による）として算出し

た。

表 ３ ７ 都市部中等学校の就学予定生徒数推計

学区内既存中等学校 計画対象校

学校名
年度

生徒数

年度

生徒数推計
サイト名

年度

生徒数推計

ハラバ クリト

アレタウォンド ベレスト

ゴロ キャンプサファル

チャモ チャモ
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②農村部中等学校（ ）

農村部の中等学校 校）は、要請サイトの学区内に既存中等学校がないため、学区内既

存初等学校の 年度生徒数（ ～ ）から、 年度の新設中等学校の生徒数（

～ ）を推計した。なお、 年度の生徒数推計は、進級に伴う生徒数の増減を、

→ ： 、 → ： 、 → ： 、 → ： として算出した 。

表 ３ ８ 農村部中等学校の就学予定生徒数推計

新設校学区
（学区内既存初
等学校数）

年度 合計

ベルクンチョ
（ 校）

ジャウェ
（ 校）

クカ トゥムテ
ィチャ
（ 校）

ティヤ
（ 校）

グルモ コイシャ
（ 校）

ジャタ
（ 校）

【初等学校（ ～ ）】

初等学校（ 校）は、各校の 年度生徒数から、生徒数の増加率を年 （過去

年間の初等教育就学者平均増加率による）として 年度の生徒数を推計した。

なお、新学年の増設に伴う、生徒数流入は見込まない。

→ 、 → 、 → は過去 年間の平均による。 → の進級率 ％は の短期的目標

数値。
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表 ３ ９ 各初等学校の就学予定生徒数

初等学校名
年度

既存生徒数
年度

生徒数推計

タルチャ

ドゥナ

アディス ファナ

ボトゥレ

コイテ ミレニアム

タンカロ

アボスト トゥラ

アビヨット フェレ

バジョ

ハギイェ

エドゲット バンドネット

（４） 計画内容および計画規模

各計画対象校の計画規模は、上記各対象校の就学予定生徒数および既存施設の状況によ

り設定する。

【普通教室】

① 中等学校新設

計画対象校の必要教室数ならびに計画教室数は以下の前提条件および方法で算出した。

算出結果を表 に記す。

 ： 人 の中等教育クラスあたり標準生徒数

 授業シフト： 部制

 必要教室数＝予測就学者数÷ ÷ （繰り上げ）

 計画教室数： に則り、 教室を教室棟の基本単位とし必要教室数を の

倍数で繰り上げ

この結果、各校で ～ 教室、合計 教室を整備することで計画する。

授業シフトは本来 部制が原則だが、実際の運用に基づき 部制とする。

中等学校は の 学年を対象としているため、 学年を サイクルとし、 教室を教室棟整備の基本

単位としている。
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表 ３ １０ サイト毎計画教室数算出（中等学校）

建設サイト地名 学年
予測就

学者数

必要

教室数

計画

教室数

クリト

ベルクンチョ

ジャウェ

ベレスト

クカ トゥムティチャ

キャンプ サファル

ティヤ

グルモ コイシャ

ジャタ

チャモ

合計

② 初等学校増設

計画対象校の必要教室数ならびに計画教室数は以下の前提条件および方法で算出した。

算出結果は表 の通りである。

 ： 人（ の初等教育クラスあたり標準生徒数）

 授業シフト：現在既存校で運営されている授業シフト

 適正クラス数＝予測就学者数÷ （繰り上げ）

（完全校は 学年制のため、 未満と算出された場合は クラスとする）

 適正教室数＝適正クラス数÷授業シフト（繰り上げ）

 使用可能教室数：サイト調査において恒久的に使用可能と判断された教室数

 必要教室数＝適正教室数－使用可能教室数

上記より、各対象校の必要教室数は ～ 教室と算出されたが、全要請校を対象に含め

たいとする「エ」国側の要請および事業規模を鑑み、必要教室数が 以上の対象校 校に

は一律 教室を、またそれ以外の学校には一律 教室 、計 教室を整備することとした。

初等教育は前期、後期それぞれ 学年ずつに分かれている。このため、 では初等学校も中等学

校と同様に、 学年を サイクルとし、 教室を教室棟整備の基本単位としている。
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表 ３ １１ サイト毎計画教室数算出（初等学校）

初等学校名
予測就

学者数

授業

シフト

適正

クラス

数

適正

教室数

使用

可能

教室数

必要

教室数

計画

教室数

タルチャ

ドゥナ

アディス ファナ

ボトゥレ

コイテ ミレニアム

タンカロ

アボスト トゥラ

アビヨット フェレ

バジョ

ハギイェ

エドゲット バンドネット

合計

【付帯施設】

① 中等学校新設

中等学校には、最終要請コンポーネントの附帯施設を整備する。図書室、製図室、トイレ

棟は以下の通りサイトによって規模を変えるが、その他の附帯施設は全サイト同一の室数、

規模とする。

図書室： では就学生徒数に応じて図書室の規模を設定することから、予測就学者

数 人以上のサイトには、定員 人タイプ（大）の図書室を整備する。予測就学者

数 人未満のサイトには、定員 人（小）の図書室定員を整備する。

製図室： 理系コースでは、製図が履修科目として組み込まれているため、 対

象 校 には製図室を整備する。他方、 では製図は教えられていないた

め、 対象 校に製図室は整備しない。

トイレ棟：計画教室数が 教室の小規模校 校には、生徒・教員兼用トイレとして、女性

用 棟（ ブース）、男性用 棟（ ブース）の計 棟（ ブース）を整備する。その他の

対象校には生徒用 棟（男女各 棟： ブース× 棟＝ ブース）、教員用 男女各 棟：

ブース× 棟＝ ブース を整備する。

下表に各学校に計画教室数および主な付帯施設を示す。
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表 ３ １２ 主な計画施設（中等学校新設）

建設サイト地名
対象

学年

予測就

学者数

主な施設

計画教

室数
図書室

理科実

験室
製図室

トイレ

棟

クリト 大 あり

ベルクンチョ 小

ジャウェ 小

ベレスト 大

クカ トゥムティチャ 小

キャンプ サファル 大 あり

ティヤ 小

グルモ コイシャ 小

ジャタ 小

チャモ 大 あり

合計
大
小

② 初等学校増設

初等学校は、事業規模全体の制約を鑑み普通教室のみを整備することとし、附帯施設は

全校一律に整備しない。

３ ２ ２ ３建築計画

（１） 配置計画

① 中等学校新設

・ 「教室棟」、「管理棟・実験室棟・図書館棟」、「トイレ棟」をブロック 区画 分けをする

ことで機能的な配置計画とする。

・ 教室棟を並列に一定間隔で配置し、規則的なブロックとする。

・ 管理棟、実験室棟、図書館棟を「ロ」の字に並べることで、中庭を囲む一体感のあるブ

ロックとする。

・ 管理棟は 棟で構成され、メインエントランス側に配置し、エントランス側に広場を設

ける。その広場には、フラッグポールを設け集会場として用いる。

・ トイレ棟は、教職員用は「管理棟、実験室棟、図書館棟」の近くに、生徒用は「教室棟」

の近くに配置する。教職員と生徒が兼用する小規模校 ではそれぞれのブロッ

クから近い場所に配置する。

② 初等学校増設

・ 既存建物との位置関係に配慮する。工事中の安全確保のため、工事範囲と学校運営の

動線が可能な限り干渉しないような配置計画とする。
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（２） 平面計画

各施設コンポーネントの規模は、 を基本とし、各室の面積を設定する。ただし、

に設定の無い施設や、 で設定されている室面積が各室の収容人数や用途

を考慮した際に不適合な場合は、アムハラ州案件の室面積や収容人数に応じた室面積を設

定する。

① 普通教室

中等学校の１教室の大きさは、生徒用の片肘付き椅子を 脚配置することを考慮し、芯々

寸法： × ＝ ㎡（ ： ㎡）とする。教室前面に幅員 （芯々

寸法）の廊下を設け、教室の入口は１箇所で扉の上部に欄間を設ける。また、窓は入口側

をハイサイドライト、反対側を腰高窓とする。正面の壁に黒板、背面に掲示板を設置する。

初等学校の１教室の大きさは、コンバインデスク 台（ 人用）が配置可能な大きさと

して芯々寸法： × ＝ ㎡とする では低学年（ ㎡）、高

学年（ ㎡）の つの室面積が設定されているが、 部制での授業実施など教室

の汎用性を考慮し、本プロジェクトでは全学年共通として つの大きさに統一する。廊下

の幅や開口部の位置、黒板の配置は中等学校と同じ設計方針とするが、掲示板は正面の壁

に設置する。

図 ３ １ 普通教室（中等学校）平面図 図 ３ ２ 普通教室（初等学校）平面図

② 図書室

中等学校の図書室は書庫・司書用スペース、読書自習スペースで構成する。 で

は、収容人数によって図書室の大きさが設定されることとなっている（ 人用： ㎡、

人用： ㎡、 人用： ㎡など）。本プロジェクトにおいては、 人用（芯々

寸法： × ＝ ㎡）と 人用（芯々寸法： × ＝ ㎡）の

種類の図書室を設定する。

図書室の入口は 箇所とし、窓は入口側と反対側の両方とも腰高窓とする。読書自習ス

ペースの壁に黒板と掲示板を設置する。
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図 ３ ３ 図書室（ 人用）平面図

図 ３ ４ 図書室（ 人用）平面図

③ 実験室（物理・化学・生物：各１室）

中等学校の実験室は、化学用実験室、物理用実験室、生物用実験室と、各実験室用の教

員室、倉庫で構成される。 では、物理・化学用実験室（ ㎡）と生物用実験

室（ ㎡）で異なる大きさが設定されているため、本プロジェクトもこれに準じる。

各実験室の大きさは、物理・化学用実験室： ㎡、の生物用実験室： ㎡とする

（それぞれ教員室、倉庫を含む）。室内には、入口側にカウンターを据え付け、シンクと給

水栓を設置する。また黒板側にデモンストレーション用テーブルを配置する。教室の入口

は１箇所とし、室内で実験室、教員室、倉庫の移動を可能とする。窓は入口側と反対側の

両方とも腰高窓とし、実験室の正面の壁に黒板、背面には掲示板を 枚設置する。
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図 ３ ５ 実験室（物理・化学）平面図

図 ３ ６ 実験室（生物）平面図

④ 製図室

製図室は、生徒 人用の製図台の配置を考慮し大きさを ㎡（ ： ㎡）

として計画する。教室の入口は 箇所とし、窓は入口側と反対側の両方とも腰高窓とする。

図 ３ ７ 製図室平面図



３ １９

⑤ センター

センターと衛星放送受信室は機能上関係性が強いため隣接することとし、各室内に電

子機材を設置することから前室を設ける。 センターの大きさは 机 台の配置を考慮

し ㎡（ ： ㎡）、衛星放送受信室は ㎡（同 ㎡）とする。前室か

ら 室への入口は各 箇所とし、 センターの窓は入口側と反対側の両方とも腰高窓とす

る。

図 ３ ８ センター＆衛星放送受信室平面図

⑥ 管理棟

管理棟は、機能上の観点から校長室、副校長室（ 室）、秘書室、事務室、用務員室、放

送室の 室で 棟（管理棟 ）、教員室、教科長室、倉庫、記録室の 室で 棟（管理棟 ）

の 棟の構成とする。

管理棟 においては、室内で校長室、秘書室、副校長室と行き来ができるようにする。

管理棟 においては、教員室は 人用収容、教科長室は 人収容とする。また記録室と倉

庫も室内でつなぐ。

両棟とも窓は入口側をハイサイドライト、反対側を腰高窓とする。諸室の前面に廊下を

設け、幅は芯々寸法： とする。

図 ３ ９ 管理棟 平面図
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図 ３ １０ 管理棟 平面図

⑦ トイレ

中等学校のトイレは 人用と 人用の 種類とする。便器は全てトルコ式の便器を用い、

１ブースを ｍ× ＝ ㎡とする。排水はトイレの浸透桝に流すこととし、汲み取

りできる設計とする。

図 ３ １１ トイレ棟 平面図 図 ３ １２ トイレ棟 平面図
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（３） 施設プロトタイプ

計画施設は下表のプロトタイプの組み合わせで計画する。

① 中等学校新設

表 ３ １３ 計画施設プロトタイプ （中等学校）

棟名 タイプ名 教室数／部屋数 階数 面積（㎡）

教室棟 普通教室（ 教室） 平屋建て

教室棟 普通教室（ 教室） 階建て

図書室棟 図書室（ 人収容） 平屋建て

図書室棟 図書室（ 人収容） 平屋建て

実験室棟 実験室（化学又は物理） 平屋建て

実験室棟
生物実験室＋ センター＋衛星

放送受信室
平屋建て

実験室棟 実験室（化学又は物理）＋製図室 平屋建て

管理棟
校長室＋秘書室＋副校長室 室＋

事務室＋用務員室＋放送室
平屋建て

管理棟 教員室＋教科長室＋記録室＋倉庫 平屋建て

トイレ棟 ブース（生徒用、教職員用） 平屋建て

トイレ棟 ブース（教職員用） 平屋建て

② 初等学校増設

表 ３ １４ 計画施設プロトタイプ（初等学校）

棟名 タイプ名 教室数／部屋数 階数 面積（㎡）

教室棟 普通教室（ 教室） 平屋建て
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図 ３ １３ 施設プロトタイプ図
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（４） 計画対象校の施設整備リスト

各計画対象校の整備する施設プロトタイプ、床面積を下表に記す。

表 ３ １５ 計画対象校の施設整備リスト

クリト

ベルクンチョ
ジャウェ
ベレスト

クカ　トゥムティチャ
キャンプ　サファル
ティヤ
グルモ　コイシャ
ジャタ

チャモ

タルチャ

ドゥナ
アディス　ファナ

ボトゥレ
コイテ　ミレニアム
タンカロ
アボスト　トゥラ
アビヨット　フェレ

バジョ
ハギイェ

エドゲット　バンドネット

サイト名／学校名
教室棟・図書室棟 床面積

中
等
学
校
新
設

初
等
学
校
増
設

合計

普通
教室数

実験室棟 管理棟 トイレ棟
タイプ

（５） 断面計画

断面計画にあたっては、現地事情を踏まえ以下の点に留意する。

 雨季の床の冠水を避けるため、 階の床は地盤面より 以上高床とする。

 屋根形状は現地で一般的な切妻とする。

 現地の慣習に習い、室内、廊下に天井を設置する（最上階のみ）。

 自然通風を有効に取り入れるため、窓を梁下まで設ける。

 土地の有効利用のため都市部・狭小用地の場合は 階建て教室棟を計画する

。

図 ３ １４ 教室棟断面図
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図 ３ １５ トイレ棟断面図

（６） 構造・工法計画

① 構造方式

「エ」国の学校では、①現地産天然石を用いた組積造の布基礎、②鉄筋コンクリート造

の独立基礎の 種類の基礎形式が普及している。前者は硬い地盤に平屋建てを建設すると

きのみに用いられ、後者は膨張土などの軟弱な地盤に平屋建てを建設する時や、地盤が固

い場合でも 階建て以上を建設するときに使われている。本プロジェクトでは地盤の状態

と建物の階数に応じて基礎の設計を行うこととする。

膨張土を有するサイトでは、影響の無い深さまでを良質土に置換するか、固い地盤まで

基礎を深くする。

上部（柱、梁、壁）の構造は、柱と梁を鉄筋コンクリート造で計画し、外壁、間仕切り

にはコンクリートブロックを用いる。また屋根の構造はユーカリ丸太のトラス工法とする。

② 設計外力

では、以下のように地震の危険度をゾーン からゾーン の 段階に設定している。

構造設計に関しては、 の耐震設計指針を参考に計画することとする。

表 ３ １６ 地震ゾーン表

地震ゾーン

最大加速度（ガル

日本気象庁震度階に換算 弱 強 中 弱

（７） 電気設備計画

中等学校の各室（普通教室、図書室、 実験室、 センター、衛星放送受信室、製図室、

校長・秘書室、副校長室、事務室、記録室、倉庫、用務員室、放送室、教員室、教科長室、

トイレ）には、必要に応じて電気設備（分電盤、照明、コンセント、放送受信用の弱電機

器）を整備するが、分電盤までの電気の引き込みは、「エ」国政府の負担工事とする。なお、

初等学校については 校中 校の既存普通教室に電気設備がないことから整備しない。
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（８） 給排水衛生設備計画

中等学校用のトイレの浄化槽は、残った汚物を定期的に汲み取れる設計とする。

（９） 建築資材計画

本プロジェクトの施設の仕様を下表に示す。

表 ３ １７ 本プロジェクトの施設仕様

部位 現地一般工法 採用工法 採用理由

主要構造部

基礎
鉄筋コンクリート造 布基礎、独立

基礎
同左 現地仕様に準じる

柱・梁 鉄筋コンクリート造 同左 現地仕様に準じる

壁 コンクリートブロック積み 同左 現地仕様に準じる

屋根構造 木トラス（ユーカリ） 同左 現地仕様に準じる

外部

外壁 モルタルチロリアン仕上げ 同左 現地仕様に準じる

外部床 モルタル下地にセメントタイル 同左 現地仕様に準じる

犬走り 現地産天然石石張り 同左 現地仕様に準じる

屋根 亜鉛メッキ波型鋼板 同左 現地仕様に準じる

軒裏 なし 亜鉛メッキ波型鋼板
亜鉛メッキ

波型鋼板
耐久性の向上

開口部 鋼製枠、ガラス 同左 現地仕様に準じる

浄化槽 現地産天然石組積造 同左 現地仕様に準じる

内部

床 モルタル下地にセメントタイル 同左 現地仕様に準じる

内壁 モルタル下地、塗装 同左 現地仕様に準じる

幅木 セメントタイル 同左 現地仕様に準じる

天井
木製下地、パーティクルボード、塗

装
同左 現地仕様に準じる

（１０） 外構工事

本プロジェクトの外構工事として、中等学校には以下を整備する。

 建物（棟）間の屋外通路の舗装

 フラッグポールを 本設置

（１１） 家具計画

各室に整備する家具品目と数量を下表に記す。家具の種類と数量は必要最小限とし、仕

様については、主に 、先行コミュニティ開発支援無償案件（アムハラ州中学校建

設計画）を参照する。



３ ２６

① 中等学校新設

表 ３ １８ 各部屋に整備される家具名および数量（中等学校）

室名 家具名 （ ）内は数量

教

科

部

門

普通教室 片肘付き椅子（ ）、教員用机（ ）、椅子（ ）、黒板（ ）、掲示板（ ）

図書室（ 人用）
図書机（ ）、椅子（ ）、カタログボックス（ ）、ファイルキャビネット

（ ）、事務机（両袖）（ ）、本棚（ ）、黒板（ ）、掲示板（ ）

図書室（ 人用）
図書机（ ）、椅子（ ）、カタログボックス（ ）、ファイルキャビネット

（ ）、事務机（両袖）（ ）、本棚（ ）、黒板（ ）、掲示板（ ）

実験室（物理）
スツール（ ）、教員用机（ ）、椅子（ ）、実験台（ ）、作業台（ ）、

戸棚 （ ）、戸棚 （ ）、黒板（ ）、掲示板（ ）

実験室（化学） 同上

実験室（生物） 同上

製図室 教員用机（ ）、椅子（ ）、製図机（ ）、黒板（ ）、掲示板（ ）

センター 机（ ）、椅子（ ）、教員用机（ ）、本棚（ ）、白板（ ）、掲示板（ ）

管

理

部

門

校長室（秘書室含む）
事務机（ ）、打合せ机（ ）、両肘付き椅子（ ）、椅子（ ）、戸棚 （ ）、

ファイルキャビネット（ ）、掲示板（ ）

副校長室（ 室分）
事務机（ ）、両肘付き椅子（ ）、椅子（ ）、戸棚 （ ）、

ファイルキャビネット（ ）、掲示板（ ）

教科長室（ 人用） 事務机（ ）、椅子（ ）、戸棚 （ ）

教員室 椅子（ ）、打合せ机（ ）、黒板（ ）、ロッカー（ 人分）

事務室（ 人用）
事務机（ ）、両肘付き椅子（ ）、椅子（ ）、戸棚 （ ）、

ファイルキャビネット（ ）

倉庫＆記録室 事務机（ ）、椅子（ ）、戸棚 （ ）、ファイルキャビネット（ ）、本棚（ ）

② 初等学校増設

表 ３ １９ 各室に整備される家具名および数量（初等学校）

室名 家具名 （ ）内は数量

普通教室 コンバインデスク（ ）、教員用机（ ）、椅子（ ）、黒板（ ）、掲示板（ ）
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３ ２ ３概略設計図

① 中等学校新設

・ 教室棟平屋建 タイプ

・ 教室棟二階建 タイプ

・ 図書室棟平屋建 タイプ

・ 図書室棟平屋建 タイプ

・ 実験棟平屋建 タイプ

・ 実験棟平屋建 タイプ

・ 実験棟平屋建 タイプ

・ 管理棟平屋建 タイプ

・ 管理棟平屋建 タイプ

・ トイレ棟平屋建 タイプ

・ トイレ棟平屋建 タイプ

② 初等学校増設

・ 教室棟平屋建 タイプ
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３ ２ ４施工計画／調達計画

３ ２ ４ １施工方針／調達方針

（１） 実施体制

本プロジェクトは、生産物や役務の調達監理、資金管理及び施設建設を含む事業を調達

代理方式により実施する。調達代理機関は、 の代理人として事業の実施を代行する

実施代行機関として位置付けられ、資金管理、各種調達、実施監理を行う。本プロジェク

トでは日本の調達専門機関である日本国際協力システム（以下： ）が調達代理機関と

してその業務を担う。

本プロジェクトの実施は、閣議決定の後、両国政府間の事業実施に関する交換公文（

及び との間の贈与契約（ が締結された後に実施に移行する。 は、交換文

書（ ）に添付される合意議事録（ に基づき、 と調達代理契約を締結する。

　契約関係を示す

　協議会メンバー
監理

「エ」国側

日本国政府
（大使館）

ＪＩＣＡエチオピア事務所 調達代理契約

弁護士
事務所調達代理機関

施工監理契約 工事契約 家具調達契約

調達業者

現地施工監理コンサル
タント

本邦コンサルタント
建設業者

図 ３ １６ 事業実施体制

（２） 協議会（コミッティ）

・ 締結後、協議会を設置する。協議会は「エ」国側からは、それぞれ 、

南部諸民族州財務経済開発局（以下： ）、設計建設監理局（以下： ）の代表者が

参加し、日本側からは エチオピア事務所が参加する。なお、日本大使館はオブザーバ

ーとして参加する。協議会は、事業実施中に生じる諸問題について協議・調整を行い、

に対してアドバイスをする。
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（３） 調達代理機関

は、 の代理人として資金管理、各種調達（弁護士、施工監理コンサルタン

ト、建設業者、家具調達業者）、及び実施管理を行う。ハワサに事務所を開設し、常駐統括

補佐が入札から工事期間中を通して常駐する。 の要員は下表のとおり。

表 ３ ２０ の要員配置

要員 役割

日

本

人

統括者 調達代理機関の業務全体を統括管理し、入札時および事業完

了時に現地に派遣される。

常駐統括補佐 調達代理機関の現地責任者として、入札業務期間及び工事管

理期間中常駐する。

入札図書作成者 日本国内にて、施設建設、家具調達の入札図書を作成する。

契約関連・資金管理者 日本国内にて、業者契約、支払および資金管理に係る業務を

実施する。

現地

傭人

事務員 入札補助業務及び事業資金の管理実務を行う。

雑役 事務所内の雑務を行なう。

運転手 主に常駐統括補佐の移動のための車両運転を行なう。

（４） 施工監理コンサルタント

本プロジェクトの入札補助、及び施工監理業務は、 が施工監理コンサルタントを援

助資金により契約・雇用する。施工監理コンサルタントは、 の推薦をうけ協力準備調

査を担当した本邦コンサルタントが担当する。施工監理コンサルタントの役割は以下のと

おり。

【入札段階】

・全校を対象にサイト調査を行い、事業開始の可否を確認する。

・詳細設計図、仕様書、及び数量表を作成する。

・調達代理機関が作成する入札図書を、技術的な側面から補助する。

・調達代理機関が実施する入札、入札評価、契約交渉を技術的な側面から補助する。

【施工監理段階】

・現場を巡回し、発注仕様書に記される工事の品質確保、工程順守、安全管理に関す

る検査を行い、定期的に調達代理機関に報告する。

・建設業者が支払い請求を行った場合、施工進捗状況出来高検査を実施し、その結果

を調達代理機関に報告する。

・竣工検査を実施し、結果を調達代理機関に報告する。

・ 年後瑕疵検査を実施し、結果を調達代理機関に報告する。

施工監理コンサルタントは本邦コンサルタントが元請けとなり、「エ」国の現地コンサル
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技術監理者１
入札・竣工検査

技術監理者２

監理主任技術者２

元請コンサルタント

本邦事務所

全期間

短期間（スポット）

日本人

現地傭人

監理事務所 ソド

凡例

技術監理者４
設備

技術監理者５
（積算）

技術監理者３

現地コンサルタント要員

監理事務所 ハワサ

現地コンサルタント要員

監理主任技術者１

監理技術者４
ロット４

監理技術者８

ロット８

監理技術者９
ロット９

監理技術者
電気・衛生設備 監理技術者２

ロット２

監理技術者５
ロット５

監理技術者３
ロット３

監理技術者１
ロット１

監理技術者７
ロット７

監理技術者６
ロット６

監理技術者
（構造）

監理技術者
（積算）

タント会社を下請け（サブコン）として活用し業務を遂行する。施工監理体制はハワサと

ソドの 都市に施工監理事務所を設置し、施工監理を統括する。

施工監理コンサルタントの管理体制を図 、要員配置を表 に記す。

図 ３ １７ 施工監理コンサルタントの体制
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表 ３ ２１ 施工監理コンサルタントの要員配置

要員 役割

本

邦

技術監理者

（入札業務・竣工検査担当）

施工監理コンサルタントの業務全体を管理するとともに、入

札業務、竣工検査を担当する。

技術監理者

（施工監理建築担当）

第 グループ建設工事着工時から工事完了時まで、施工監理

事務所（ソド）に常駐し、施工監理を実施する。また、完工

年前後に瑕疵検査を実施する。

技術監理者

（施工監理建築担当）

第１グループ建設工事着工時から常駐し、第 グループ建設

工事着工時から工事完了時まで、施工監理事務所（ハワサ）

で、施工監理を実施する。

技術監理者

（施工監理設備担当）

国内において質疑応答、入札評価を行う。

技術監理者

（積算担当）

技術監理者 と協力し、国内で入札図書の数量調書のレビュ

ー、確定を行う。

現

地

建築監理主任技術者 入札業務期間中は技術監理者 を補佐する。施工監理事務所

（ハワサ）に常駐し、監理技術者を指揮する。また、完工

年前後に瑕疵検査を実施する。

建築監理主任技術者 施工監理事務所（ソド）に常駐し、技術監理者 を補佐し、

監理技術者を指揮する。

監理技術者 ～ 施工監理事務所に常駐し、担当サイトを巡回して施工監理を

行う。

監理技術者（構造） 構造に関して、躯体工事期間中、スポットでサイトを巡回し

施工監理を行う。

監理技術者

（電気・衛生設備）

電気・衛生設備に関して、施工監理事務所に常駐し、担当サ

イトを巡回し施工監理を行う。

監理技術者（積算） 入札期間は技術監理者 を補佐し、入札図書の作成、入札評

価及び価格・契約交渉を実施する。施工監理期間中は、施工

監理事務所に常駐し、各ロットの出来高確認を行う。

事務員 、 施工監理期間中に各施工監理事務所に常駐し、事務処理を行

う。

雑役 、 施工監理期間中に各施工監理事務所にて、雑務を行う。

（５） 建設業者

一般競争入札により選定し、 との契約図書に従い建設工事を行う。

（６） 調達業者（家具）

一般競争入札により選定し、 との契約図書に従い家具・機材の調達を実施する。

（７） 弁護士事務所

各種契約書の内容の確認、訴訟・紛争等の対処を目的とし顧問弁護士を採用する。

３ ２ ４ ２施工上／調達上の留意事項

本プロジェクトは多数のサイトが広域に分散している。従って、一定の品質を確保するた

めに、効率的な監理が必要とされる。対象となる施設整備は、 グループに分けた施工計画
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とする。建設業者の調達については、業務不履行、工期遅延の問題を回避するため、一定

水準以上の業者を選定する必要がある。そのため、業者選定基準（入札参加資格）及びロ

ット規模には最大の留意が必要である。

３ ２ ４ ３施工区分／調達・据付区分

本プロジェクトの円滑な遂行には、「エ」国側の負担工事の確実な実施が不可欠である。

工事着工に先立つ準備工事として、アクセス道路整備、及び障害物の撤去がある。また、

施設完工までに「エ」国側によりインフラの敷地内引き込みと計画建物への接続が実施さ

れなければならない。

日本国と「エ」国の施工・調達区分を以下に示す。

（１） 日本国側の負担事項

① 計画施設の建設工事

② 計画家具の調達

（２） 「エ」国側の負担事項

① 敷地の確保

② 造成工事

③ アクセス道路整備

④ 門、囲い塀、守衛小屋の整備

⑤ 障害物の除去工事（地上及び地下）

⑥ 電気接続工事

⑦ 給水の引き込み工事

⑧ 水飲み場の整備

⑨ グラウンドの整備

⑩ 遠隔教育カリキュラム用機材の整備

⑪ コンピューター、理科実験器具類、教材、及び図書等の整備

３ ２ ４ ４施工監理計画／調達監理計画

本プロジェクトでは、同時に多数のサイトにおける建設工事を限られた工期内に完了さ

せる必要があるため、「エ」国の責任機関と実施機関である 及び、 への綿密な

報告と打ち合わせや、建設業者への適切な指示、指導など施工監理業務が適切に実行され

る必要がある。

施工監理の経験を有する技術監理者がハワサに駐在し、ローカルの監理主任技術者らと

ともに工程管理と で述べる品質管理を実施する。また、監理情報の収集、報告書

の作成、本プロジェクトに関する定期的な報告を 及び に対して行う。
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３ ２ ４ ５品質管理計画

品質管理では、設計図書及び施工監理計画書に従い、施工計画書、施工図、見本品の確

認、各種検査の実施、現場立会い検査等を行う。下表に躯体工事段階における主な品質管

理項目を示す。

表 ３ ２２ 躯体工事段階における主な品質管理項目案

工事
品質管理
項目

検査方法 検査頻度

土工事 床付面確認 目視 根切完了時

鉄筋・型枠工事

鉄筋材料
ミルシートの照合又は
引張り強度試験

ロット毎
サイズ毎

配筋 配筋検査 コンクリート打設前

型枠 型枠検査 コンクリート打設前

コンクリート工事

材料
セメント：品種
骨材：粒度

配合計画時

試験練り 供試体による圧縮試験
各ロット、使用材料毎に
回

打設 供試体による圧縮試験
各棟別に 回
階建ては、 回

木工事 木材トラス 材料検査、目視 取付前

３ ２ ４ ６資機材等調達計画

「エ」国では、主要な建設資材は、国内市場にて調達可能である。鉄筋は自国生産のも

のと、トルコ等からの輸入品の現地調達が可能である。また、セメントについては近年国

内にセメント工場が複数開設したため国内品の供給が安定しているが、中国産、パキスタ

ン産のものも流通している。コンクリートに関しては、骨材、砂の品質規定が重要となる。

家具はアジスアベバの他、ハワサにも工場があり、比較的良質でまとまった数量の家具が

生産可能である。材料手配、製作期間を適切に設定し調達する。主要資機材の調達先を下

表に記す。
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表 ３ ２３ 建設用資材・機械調達先

資機材名
調達先

備考（原産国）
現地 日本 第三国

セメント ○ 国産、輸入品（中国、パキスタン等）

コンクリート用骨材 ○

鉄筋 ○ 国産、輸入品（トルコ等）

鉄骨 ○

型枠用材 ○ 国産、輸入木材（オーストラリア等）

合板 ○

コンクリートブロック ○

木材 ○ 国産、輸入木材（オーストラリア等）

木製建具 ○

鋼製建具 ○

アルミ製建具 ○

ガラス類 ○

塗装用材 ○

屋根用金属板 ○

配電盤類 ○

電線・ケーブル ○

コンジットパイプ ○

照明器具 ○

管材 ○

バルブ、配管付属金物 ○

３ ２ ４ ７実施工程

（１） ロット分け

本プロジェクトは、施設建設および家具、銘板、ステッカーに分けて業務を発注する。

施設建設は、施工時期によって グループに分けるとともに、地域によって ロット（第

グループ ロット、第 グループ ロット）に分ける。建設業者は、国内業者を対象とし

た一般競争入札により選定する。家具調達は、納入時期、地域によって ロットに分け、

調達業者を選定する。銘板、ステッカーは、それぞれ ロットとする。
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表 ３ ２４ ロットリスト

施工

グループ

施設ロッ

ト番号

家具ロッ

ト番号

対象

校数

普通

教室数
と 建設サイト名 学校名

施工床面積

（㎡）

チャモ、 コイテミレニアム

ベルクンチョ、 バジョ

キャンプサファル

ベレスト、 タンカロ、 アボストトゥラ

グルモコイシャ、 タルチャ、

アディスファナ、 ボトゥレ

ジャウェ、 ハギイェ

クカトゥムティチャ、 アビヨットフェレ

クリト、 エドゲットバンドネット

ティヤ、 ジャタ、 ドゥナ

（２） 事業実施工程

調達代理契約、及び施工監理コンサルタント契約の後、建設業者選定のための入札図書

を作成し、入札、入札評価、契約交渉、関係機関の承認等の過程を経て、建設業者と工事

契約を締結する。これに要する作業期間は ヶ月と想定される。

建設工期は、新設校において、平屋建て部分の場合は ヶ月、 階建ては ヶ月とする。

また、事業開始から完工、事務所閉鎖までの期間 ヶ月を全体実施期間として計画する。

月閣議を前提とした実施工程を表 に記す。

表 ３ ２５ 実施工程表

入札・契約

工期12ヶ月
(1階建て）
工期14ヶ月
（2階建て）

入札・契約

工期12ヶ月
(1階建て）
工期14ヶ月
（2階建て）

グループ1

グループ2

残務

閣議

E/N・G/A

調達代理契約

コンサルタント契約

月

調達代理契約後の月数

年

家具

家具

家具

家具
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３-３相手国側負担事業の概要

本プロジェクトを日本国のコミュニティ開発支援無償資金協力で実施する上で、「エ」国

政府が負担すべき事項は以下のとおりである。

３ ３ １ 一般事項

本プロジェクトに必要な土地を用意し、 が建物を建設する権利を確保すること

整地等の準備工事を行うこと

完成後の施設に必要な囲い塀、門、守衛小屋の整備を行うこと

サイト周りの道路を整備すること

工事完了までに電力、上水道、ガス、電話、その他付随的設備の敷地内への引き込み

と接続工事を行うこと。プロジェクトで供与される家具以外の必要家具を整備するこ

と

に基づき銀行手数料を本邦銀行に支払うこと

プロジェクトに使用される資機材の輸入通関が速やかに行われることを保証し、内国

輸送を支援すること

調達代理契約、及び調達代理機関と交わす各契約に基づいた物品及び雇用に関し、「エ」

国内で課される関税、国内税、及びその他課税を免除または負担すること。「エ」国側

当局は、それらの措置について無償資金およびその利子を使用してはならない

本プロジェクトに携わる日本国民、または第三国国民 調達代理機関によって雇用され

る国民を含む に対し、「エ」国への入国、並びに滞在に必要な便宜を供与すること（

で使用される、「国民」とは日本の自然人または、日本の自然人によって経営される日

本法人、第三国民の場合は、第三国の自然人または、第三国の法人を指す。）

本プロジェクトで供与される施設機材を適切、かつ効果的に使用し維持すること

本プロジェクトの範囲内で、日本のコミュニティ開発支援無償資金協力によって負担

される費用以外の全ての費用を負担すること

本プロジェクトの実施に関し、適切な社会環境配慮を講じること

３ ３ ２ 計画対象サイト別負担事項

計画対象サイト毎に「エ」国側が行うべき負担事項は次項の通りである。 は各県・

郡に対して遅滞なく負担事項が行われるよう申し入れ、必要に応じて適宜進捗を確認する。
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３-４プロジェクトの運営・維持管理計画

３ ４ １中等学校教職員の増員

本プロジェクト実施に伴い、計画対象となる全 新設中等学校に教職員を新規に配置す

る必要がある。

（１） 教員配置

各学校にはその計画規模に応じて、科目毎に有資格教員 以上 が新規雇用・配置さ

れる必要がある。整備される教室数および、カリキュラムを考慮した各校の必要教員数は

表 と のとおりである。なお、試算の際、以下の点を前提とした。

・ 全校 部制で運営され、午前・午後シフト共に全教室が使用される。

・ 教員 名あたりの担当コマ数は、週 とする。

・ 対象校（ 校：各 教室）の場合、 は各シフトで クラス、 は

クラスとする。これは南部諸民族州で、 生徒は 生徒の 割程度が進学する

政策に基づく。

・ の文理クラスの内訳はシフトあたり理系 クラス、文系 クラスとする。こちら

は「エ」国において、高等教育機関を新規に設立する際には、学生内訳を理系 割、文

系 割とする「集中計画」 年度発表 に基づく。

【 対象校： 】

各校 ～ 人の教員が必要となるが、 校は隣接初等学校を間借りして既に 向け授

業を開始しており、教員が既に雇用されている。これらの教員が勤務を継続する場合、

校については、 人から勤務中の教員数を減じた教員を雇用する。

表 ３ ２７ 各校に配置されるべき科目別教員数 対象校

G9-10科目
コマ数/週/
クラス

コマ数/週
必要
教員数

コマ数/
週

必要
教員数

コマ数/
週

必要
教員数

コマ数/
週

必要
教員数

コマ数/
週

必要
教員数

コマ数/
週

必要
教員数

コマ数/
週

必要
教員数

アムハラ語 2 32 2 32 2 64 3 24 1 16 1 32 2 16 1
英語 4 64 3 64 3 128 6 48 2 32 2 64 3 32 2
数学 5 80 4 80 4 160 7 60 3 40 2 80 4 40 2
公民 3 48 2 48 2 96 4 36 2 24 1 48 2 24 1
体育 1 16 1 16 1 32 2 12 1 8 1 16 1 8 1

2 32 2 32 2 64 3 24 1 16 1 32 2 16 1
地理 2 32 2 32 2 64 3 24 1 16 1 32 2 16 1
歴史 2 32 2 32 2 64 3 24 1 16 1 32 2 16 1
物理 3 48 2 48 2 96 4 36 2 24 1 48 2 24 1
化学 3 48 2 48 2 96 4 36 2 24 1 48 2 24 1
生物 3 48 2 48 2 96 4 36 2 24 1 48 2 24 1

必要教員数/シフト

合計必要教員数　(上記ｘ2) 2648 48 86 36 26 48
13 24

12 8 16
S-5 S-7 S-8

1324 24 43 18

8ｸﾗｽ数/ｼﾌﾄ (=計画教室数） 16 16 32
S-9学校No. S-2 S-3 S-4

サイト調査で聴取
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【 対象校： 】

表 ３ ２８ 各校に配置されるべき科目別教員数 対象校

コマ数/週 必要
教員数

コマ数/週
必要

教員数
コマ数/週 必要

教員数
コマ数/週 必要

教員数
コマ数/週 必要

教員数
コマ数/週 必要

教員数
アムハラ語 2 52 3 0 0 52 3 0 0 52 3 0 0
英語 4 6 104 5 36 2 104 5 36 2 104 5 36 2
数学 5 5 130 6 30 2 130 6 30 2 130 6 30 2
公民 3 3 78 4 18 1 78 4 18 1 78 4 18 1
体育 1 1 26 2 6 1 26 2 6 1 26 2 6 1

2 3 52 3 18 1 52 3 18 1 52 3 18 1
母語・アムハ
ラ語/英語

3 0 0 18 1 0 0 18 1 0 0 18 1

地理 2 4 52 3 8 1 52 3 8 1 52 3 8 1
歴史 2 4 52 3 8 1 52 3 8 1 52 3 8 1
経済 4 0 0 8 1 0 0 8 1 0 0 8 1
ビジネス 2 0 0 4 1 0 0 4 1 0 0 4 1
物理 3 4 78 4 16 1 78 4 16 1 78 4 16 1
化学 3 4 78 4 16 1 78 4 16 1 78 4 16 1
生物 3 4 78 4 16 1 78 4 16 1 78 4 16 1
技術製図 2 0 0 8 1 0 0 8 1 0 0 8 1

57
114

S-10
32

G9-10
(26教室）

G11-12 (6教室）
(理系4,文系2クラス）

57
114

G9-10
(26教室）

学校No. S-1 S-6
32ｸﾗｽ数/ｼﾌﾄ　（=計画教室数） 32

G9-10
(26教室）

G11-12 (6教室）
(理系4,文系2クラス）

G11-12文
系選択科

目

科目
G9-10
コマ/週/
クラス

G11-12
コマ/週/
クラス

G11-12 (6教室）
(理系4,文系2クラス）

合計必要教員数　(上記x2) 114

G11-12理
系選択科

目

必要教員数/シフト 57

共通科目

各校の計画教室数が同数（ ）であり、各校共に 人の教員が必要となる。ただし、

校と同様に 校では隣接初等学校を間借りして既に クラスを運営しており、

勤務中の教員がいる。 校については、これらの教員が勤務を継続する場合、 人か

ら勤務中の教員数を減じた教員を雇用する。

（２） 職員配置

各校には、校長、副校長をはじめ、財務担当者、記録係などが新規雇用・配置されなけ

ればならない。下表に南部諸民族州の中等学校 校あたり必要な職員とその必要最小限の

人数を示す。サイト調査では、出納係や会計係が兼務されていたり、守衛や清掃人は

予算などで雇用されている例も散見されたが、政府予算によって下表の必要最小限の人数

が確保される必要がある。

なお、仮運営を開始している 校にはそれぞれ職員が既に雇用されている。両

校でこれらの職員が継続勤務する場合は、 人より勤務中職員数を減じた職員を雇用する。



３ ５３

表 ３ ２９ 学校あたり必要な職員とその人数

職員 各校あたり必要人数

校長

副校長

財務

司書

記録係

秘書

ラボテクニシャン

テクニシャン

出納係

会計係

倉庫係

守衛

メッセンジャー

清掃人

合計

（３） 新規雇用教職員数の合計

（１）と（２）に基づき、新設校各校における新規に必要な教職員数を下表に示す。こ

れらの教職員は開校前に採用され、遅滞なく各郡政府と雇用契約を締結する必要がある。

表 ３ ３０ 新規に雇用されるべき教職員数（中等学校）

県 特別郡 郡
建設サイト

地名

新規雇用

必要教員数

新規雇用

必要職員数

ハラバ ハラバ タウン クリト

ハディヤ ソロ ベルクンチョ

ハディヤ レモ ジャウェ

シダマ アレタ ウォンド タウン ベレスト

ゲデオ ディラ ズリア
クカ トゥムテ
ィチャ

グラゲ ウォルキテ タウン
キャンプ サフ
ァル

グラゲ ソド ティヤ

ワライタ ボロソ ソリエ
グルモ コイシ
ャ

シルティエ サンクラ ジャタ

ガモゴファ アルバ ミンチ タウン チャモ

合計

については、継続勤務する教職員数を減じた数を雇用するものとする。

３ ４ ２初等学校教員の増員

または 教室増設に伴い、各校は有資格の教員 ディプロマ以上 を増員する必要が

ある。南部諸民族州の初等学校では、少なくとも クラスあたり 教員が配置されている。
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このため、各校はシフトおよび計画教室数を考慮し、新規に教員を雇用する必要がある。

下表に各校の新規雇用必要教員数を試算した。

表 ３ ３１ 新規に雇用されるべき教員数（初等学校）

県 特別市 郡 学校名 シフト
計画教

室数

新規雇用

教員数

ダウロ マレカ タルチャ

シルティエ ワラベ タウン ドゥナ

ワライタ アレカ タウン アディス ファナ

ガモゴファ サウラ タウン ボトゥレ

ガモゴファ マラブ アバヤ コイテ ミレニアム

シダマ マルガ タンカロ

シダマ ダレ アボスト トゥラ

ゲデオ
イルガ チャフェ

タウン
アビヨット フェレ

カムバタタンバロ テンバロ バジョ

ハディヤ ミシャ ハギイェ

ハワサ エドゲット バンドネット

合計

なお、初等学校については、全て運営中の既存校であるため、職員の増員の必要性はな

い。

３ ４ ３教材・機材

南部諸民族州では教科書以外の教材・機材は、基本的に各学校で予算に応じて調達して

いる。学校予算は生徒数に応じたブロックグラント や 補助金、 からの寄付等に

よって構成されている。従って各校においては、本プロジェクトで供与されない実験機材

や、図書、文具等の消耗品にかかる準備を必要とする。また、新設中等学校にはブロック

グラントや補助金が遅滞なく配布される必要がある。

３ ４ ４その他の運営・維持管理

南部諸民族州の学校では常に が労務、資材、資金を提供するなどして、光熱費等の

支払、簡易な施設整備を行ってきた。したがって、本プロジェクトで整備された施設もコ

ミュニティからの積極的な参画により、適切に維持管理されると考えられる。

ブロックグラントは 生徒数に応じて支給される。 生徒は対象外
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３-５プロジェクトの概略事業費

３ ５ １協力対象事業の概略事業費

（１） 日本側負担経費

施工・調達業者認証まで非公開

（２） 「エ」国側負担経費

ブル 約 百万円

下表内の数値は 年 ～ 月の現地調査時に得た情報を基に日本側が試算した概算額

である。

表 ３ ３２ 「エ」国側負担経費内訳

費目 金額 ブル 日本円換算

造成工事

アクセス道路整備

門、囲い塀、守衛小屋の整備

障害物除去工事（地上及び地下）

電気設備接続工事

給水設備接続工事

水のみ場の整備

遠隔教育カリキュラム用機材

銀行手数料

合計

（３） 積算条件

① 積算時点： ： 年 月

② 為替交換レート ： ＝ 円、 ＝ 円

③ 施工・調達期間 ：工事期間は表 の事業実施工程に示すとおり。

④ その他 ：積算は日本国政府の無償資金協力制度を踏まえて

行うこととする。
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３ ５ ２運営・維持管理費

（１） 人件費

① 教員人件費

「プロジェクトの運営・維持管理計画」にて述べたように、中等学校では合計 人

の新規教員雇用配置、初等学校では 人の新規雇用配置が必要となる。初等学校・中等

学校で必要となる年間人件費は以下に示すとおり、 ブルと試算される。

表 ３ ３３ 年間あたり教員人件費（ 校分）

レベル 教員資格 初年度給与（年収） 合計雇用人数 年間人件費合計 ブル

中等学校

初等学校

合計

② 職員人件費

同様に新設校の中等学校では職員を雇用する必要がある。職員の初年度給与（年収）お

よび 校あたりの職員人件費は下表のとおりとなる。

表 ３ ３４ 校あたり年間職員人件費

職員
年収

（ブル）
各校あたり
必要人数

人件費 ブル

校長

副校長

財務

司書

記録係

秘書

ラボテクニシャン

テクニシャン

出納係

会計係

倉庫係

守衛

メッセンジャー

清掃人

合計

したがって、新規雇用職員人件費として、下表のとおり年間 ブルが必要とな

る。

表 ３ ３５ 年間あたり職員人件費（ 校分）

人件費 校 学校数 合計人件費 ブル
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③ 教職員人件費予算合計

上記より、本プロジェクトの実施により、増員される教職員人件費として、年間最低

ブルの増額が必要となる。この額は 年度教育予算の経常経費 億ブ

ルの約 ％であるため、十分負担可能な額であると判断される。

（２） 学校運営予算

① 中等学校運営予算

で記述したように、光熱費を含む施設維持管理費、文具購入費、試験関連経費、活動

費、守衛や清掃人の給与の一部などは学校毎にその年間予算の中で対応している。これら

の学校予算は主に、ブロックグラント（ ： ブル 年 生徒）、 補助金

ブル 年 生徒、 ブル 年 生徒 、 からの寄付などを予算源とする。また、

を開講している学校の場合は、 ～ ブル 年 生徒の授業料を徴収し、予算に充当してい

る。

これらから、各校の年間予算を以下の表に試算した。なお、 寄付については試算に含

めていない為、実際の学校予算は多少積み増しされると考えられる。

表 ３ ３６ 計画対象校毎学校予算試算（中等学校）

予算源 S-1* S-2 S-3 S-4 S-5 S-6* S-7 S-8 S-9 S-10*
計画教室数 32 16 16 32 12 32 8 16 8 32

ブロックグラント
(G9-10: 20 ブル）

41,600 25,600 25,600 51,200 19,200 41,600 12,800 25,600 12,800 41,600

GEQIPグラント
(G9-10: 50ブル、G11-
12:60ブル）

132,800 64,000 64,000 128,000 48,000 132,800 32,000 64,000 32,000 132,800

G11-12 授業料 (75ブ
ル）

36000 0 0 0 0 36000 0 0 0 36000

合計 210,400 89,600 89,600 179,200 67,200 210,400 44,800 89,600 44,800 210,400

（通貨単位：ブル）

② 初等学校運営予算

既存校である各初等学校の 年度の学校予算実績の聴収結果を以下に示す。なお、

初等学校ではブロックグラント ブル 年 生徒、 ブル 年 生徒 、 補

助金（ ブル 年 生徒）、 からの寄付などを予算源とするほか、学校での換金作物の栽

培・販売による「現金収入活動」も大きな予算源となっている。

表 ３ ３７ 計画対象校毎学校予算実績 初等学校

予算源 P-1 P-2 P-3 P-4 P-5 P-6 P-7 P-8 P-9 P-10 P-11
ブロックグラント
(G1-4:10ブル/生徒/年、
G5-8:15ブル/生徒/年）

3,370 4,065 31,491 3,587 15,768 22,920 2,600 3,375 7,960

GEQIP(40ブル/生徒/年） 10,115 10,480 94,255 14,000 23,065 67,038 21,000 13,335 41,200
寄付 2,000 55,494 4,000 4,400 10,000 2,700 5,000 7,200
現金収入活動 900 7,200 34,000 6,000

予算実績合計 13,485 17,445 188,440 188,581 12,320 21,587 43,233 133,958 26,300 27,710 56,360

（通貨単位：ブル）注） 、 は予算額内訳の資料なし
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（３） 学校運営維持管理費

本プロジェクトで整備する施設は、引渡し後数年間は維持管理を必要としない。その後

に予想される維持管理項目、頻度、経費を中等学校、初等学校別に示す。これらは、中等

学校 校全体の年間学校の予想合計予算 ブルの ％程度、初等学校 校の実

績合計予算の ブルの 程度であり、各校で負担可能であると判断される。

① 中等学校

表 ３ ３８ 施設維持管理項目および経費（中等学校）

項目 頻度 年間あたり経費 ブル 備考

再塗装 外壁 年に 度

内壁 年に 度

黒板 年に 度

建具 年に 度

鉄部 年に 度

トイレ沈殿物除去 年に 度

光熱費

合計

② 初等学校

表 ３ ３９ 施設維持管理項目および経費（初等学校）

項目 頻度 年間あたり経費 ブル 備考

再塗装 外壁 年に 度

内壁 年に 度

黒板 年に 度

建具 年に 度

合計

なお、先述のように簡易な施設修繕については、労務提供以外にも、 を中心に必要に

応じた財政支援がなされている。従って、本プロジェクトで整備された各施設に関しても、

同様に維持管理へのコミュニティの支援・関与がなされるものと考えられる。
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４ １

第４章 プロジェクトの評価

４－１ 事業実施のための前提条件

計画サイト毎に必要となる用地整備、アクセス道路の整備、給水の確保、電気の引き込

み等については、「エ」国側の負担事項として 主導のもとに、各対象校の管轄であ

る郡教育局が対応することになっている。計画対象校の殆どは、伐採などの準備工事が必

要となるため、上述事項が遅延なく実施されることが前提条件となる。

４ ２ プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入

（１） 本プロジェクトにより新設、または教室等の増設がなされる学校に対し、必要な教

職員の配置が遅延なく行われる。

（２） 本プロジェクトにより新設、または教室等の増設がなされる学校に対し、その規模

に応じた、適正な人数の生徒の受け入れ、及び適切なクラス編成が行われる。

（３） 本プロジェクトにより新設、または教室等の増設がなされる学校において、運営・

維持管理費に必要な経費が確保・割り当てられる。

（４） 本プロジェクトにより新設、または教室等の増設がなされる学校において、施設の

運営・維持管理が適切に行われる。

４ ３ 外部条件

（１） 各プロジェクト対象校において、就学人口が想定以上に増加しないこと。

（２） 想定以上の物価高騰が起こらず、必要資機材の調達が計画通り行われること。

４-４ プロジェクトの評価

４ ４ １ 妥当性

本プロジェクトでは、以下の理由により、我が国の無償資金協力による協力対象事業の

実施が妥当であると判断される。

（１） 本プロジェクトの裨益対象は、南部諸民族州における生徒 人を超える一般国

民である。

（２） 本プロジェクトの目標は、南部諸民族州の計画対象地における中等学校新設、及び

初等学校増設を通して教育環境を改善することであり、我が国の無償資金協力の目

的である初等・中等教育などを含む 、及び人造りに合致する。

（３） 本プロジェクトの各計画対象校における運営・維持管理は、日常の学校活動におい

て対応可能な、高度な技術を必要としないものであり、「エ」国側独自の資金と人材・

技術で実施することができる。



４ ２

（４） 本プロジェクトは、 における質を伴ったアクセスの向上、及びそれに対応する

ための教育施設の拡充の達成に資するものである。

（５） 本プロジェクトは、長期的かつマクロ的観点からの経済効果は期待されるものの、

プロジェクト実施に伴う直接的な収益性はない。

（６） プロジェクト実施にあたり、環境社会面における特筆すべき負の影響はない。

（７） 我が国の無償資金協力（コミュニティ開発支援無償）の制度により、特段の困難な

くプロジェクトの実施が可能である。

（８） 本プロジェクトは、我が国支援の先行コミュニティ開発支援無償案件である「オロ

ミア州小学校建設計画」や「アムハラ州中学校建設計画」等からの経験、教訓およ

びフィードバックを有効活用することができるため、より効率的、効果的なプロジ

ェクト運営・実施が可能といった優位性がある。

４ ４ ２ 有効性

（１） 定量的効果

定量的効果に関しては、表４－１に示す指標に基づき、基準値から目標値への達成状況

により確認される。

表 ４ １ 成果指標

成果指標 現状の数値

（ 年）

計画値

（ 年

①農村部対象中等学校（新設）学区における

収容生徒数（人）

②都市部対象中等学校（新設）において良好

教室で学習できる生徒数（人）

③対象初等学校（増設）において良好な教室

で学習できる生徒数 人

（２） 定性的効果

・ 対象校における学習環境の改善により、教育の質が向上する。

・ 対象中等学校学区において、中等学校数が 校から 校に増加することにより、通学

距離が短縮され出席率の改善、中途退学率の削減につながる。

・ 対象初等学校において、不完全校が完全校にアップグレードされることにより、通学距

離が短縮され出席率の改善、中途退学率の削減につながる。

完工後は に従い１教室あたり 名（ダブルシフト）として毎年同数の新入生が入学すると仮定。

同上
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